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巻頭言

SUIRAN 1

金
　
井
　
　
　
浩

「
工
学
に
お
け
る
人
材
育
成
」

「
工
学
に
お
け
る
人
材
育
成
」

我
が
国
の
財
政
・
経
済
状
況
の
悪
化
以
来
、
産
業
界
か
ら
国
立
大
学
に
対
し
人
材
育
成
面

で
の
改
革
の
要
求
が
一
層
強
く
な
っ
て
来
ま
し
た
。
日
本
独
特
の
「
専
門
性
の
高
い
知
識
の

修
得
」
と
「
卒
業
論
文
・
修
士
論
文
執
筆
」
は
何
も
論
評
さ
れ
ま
せ
ん
が
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
・

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
を
育
成
せ
よ
」
と
要
求
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
元
来
グ
ロ
ー
バ

ル
人
材
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
と
は
何
か
、
そ
の
定
義
の
共
通
認
識
は
ま
だ
確
立
し
て
い

ま
せ
ん
し
、
い
か
な
る
教
育
を
施
せ
ば
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
を
育
成

で
き
る
の
か
、
教
科
書
も
な
い
難
し
い
課
題
で
す
。
し
か
も
、
グ
ロ
ー
バ
ル
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
に
最
も
関
係
深
い
の
は
本
学
に
あ
る
十
学
部
の
中
で
も
工
学
部
で
あ
り
、
ま
た
工
学
部
の

学
生
数
は
一
学
年
約
八
百
人
で
全
学
部
の
三
〇
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー

ニ
ン
グ
と
い
う
議
論
ベ
ー
ス
の
少
人
数
教
育
が
効
果
的
と
い
う
報
告
は
あ
り
ま
す
が
、
こ
れ

は
教
員
へ
の
負
担
も
大
き
く
、
現
状
で
は
学
部
四
年
以
降
の
配
属
研
究
室
に
お
願
い
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
で「
工
学
に
お
け
る
人
材
育
成
」に
関
し
先
生
方
が
合
意
さ
れ
る
の
は「
タ

フ
な
学
生
、前
向
き
な
学
生
の
育
成
」
と
「
専
門
科
目
の
深
い
修
得
」
で
す
。
最
近
の
学
生
は
、

打
た
れ
弱
い
、
科
学
に
興
味
が
な
い
と
聞
き
ま
す
。
そ
れ
は
国
が
豊
か
に
な
り
止
む
を
得
な

い
こ
と
で
す
。
私
ど
も
の
世
代
は
戦
後
の
奇
跡
的
経
済
復
興
を
感
じ
な
が
ら
育
ち
ま
し
た
。

新
し
く
登
場
し
た
文
具
や
研
究
ツ
ー
ル
を
日
々
手
に
し
、
経
済
発
展
を
肌
で
直
接
感
じ
た
極

め
て
幸
せ
な
世
代
で
す
。
若
い
と
き
に
は
「
幸
い
に
し
て
」
校
舎
は
木
造
で
パ
ソ
コ
ン
や
携

帯
電
話
・
ゲ
ー
ム
機
器
も
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
一
方
、
平
成
生
ま
れ
の
現
在
二
十
代
の
若

者
は
豊
さ
の
中
で
育
ち
ま
し
た
か
ら
、
タ
フ
で
あ
る
必
要
性
を
経
験
す
る
こ
と
も
少
な
く
、

ま
た
社
会
の
近
代
化
に
つ
れ
近
所
の
空
き
地
や
林
も
減
り
自
然
の
驚
異
に
強
い
興
味
を
も
つ

機
会
も
少
な
か
っ
た
と
想
像
で
き
ま
す
。

で
は
、
ま
ず
「
タ
フ
な
学
生
、
前
向
き
な
学
生
の
育
成
」
に
は
、
大
学
は
ど
う
す
れ
ば
良

い
で
し
ょ
う
か
。
①
「
必
死
に
勉
強
さ
せ
る
」
こ
と
と
②
「
的
確
な
動
機
付
け
」
で
あ
る
と

思
い
ま
す
。
①
は
米
国
の
大
学
並
み
に
自
律
的
に
勉
強
さ
せ
る
こ
と
で
す
。「
昔
の
大
学
の
講

義
は
漫
談
が
多
く
放
っ
て
お
か
れ
た
」と
お
っ
し
ゃ
る
年
配
の
方
も
い
る
で
し
ょ
う
。
し
か
し
、

前
記
の
よ
う
に
そ
の
時
代
と
は
状
況
が
異
な
り
ま
す
。
タ
フ
さ
の
訓
練
・
育
成
を
二
〇
歳
前

後
か
ら
始
め
る
訳
で
す
か
ら
、
過
度
な
手
取
り
足
取
り
で
な
く
、
勉
学
を
通
じ
て
険
し
い
壁

に
挑
戦
さ
せ
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
た
だ
し
失
敗
し
て
も
ま
た
挑
戦
で
き
る
敗
者
復
活
の
道
・

急
が
な
い
道
も
用
意
し
て
お
き
、
②
の
動
機
付
け
と
併
せ
、
徹
底
し
て
考
え
さ
せ
、
大
学
時

代
に
タ
フ
な
脳
を
作
る
こ
と
で
す
。

次
に
「
専
門
科
目
の
深
い
修
得
」
で
す
が
、
工
学
に
必
要
不
可
欠
な
数
学
・
物
理
・
化
学

を
基
礎
に
お
い
た
専
門
科
目
は
す
べ
て
「
積
み
上
げ
型
科
目
」
と
言
え
ま
す
。
こ
れ
ら
の
学

修
の
到
達
点
は
、
単
な
る
知
識
の
集
積
で
は
な
く
、
専
門
科
目
を
体
系
的
に
理
解
し
、
得
ら

れ
た
知
識
を
活
用
可
能
な
形
に
修
得
す
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。
最
近
は
小
型
の
電
子
辞
書
で

あ
っ
て
も
辞
書
や
専
門
書
な
ど
数
十
冊
を
丸
ご
と
記
憶
で
き
ま
す
が
、
記
憶
し
て
あ
る
言
葉

の
意
味
を
キ
ー
ワ
ー
ド
で
検
索
す
る
だ
け
で
は
新
し
い
創
造
は
で
き
ま
せ
ん
。
一
方
、
人
間

は
大
量
の
デ
ー
タ
の
正
確
な
記
憶
は
不
得
意
で
す
が
、
体
系
的
な
専
門
知
識
を
活
用
可
能
な

形
に
理
解
・
記
憶
し
、
懸
命
に
考
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
不
思
議
な
こ
と
に
創
造
ま
で
で
き

ま
す
。
人
間
の
活
動
の
中
で
こ
の
創
造
（
日
頃
の
工
夫
や
企
画
等
も
含
む
）
こ
そ
が
最
も
魅

力
的
な
行
為
で
す
が
、
そ
の
た
め
工
学
に
関
し
て
は
、「
専
門
科
目
の
体
系
的
で
活
用
可
能
な

形
の
理
解
」
が
必
要
条
件
と
な
る
と
思
い
ま
す
。
脳
の
中
で
こ
れ
ら
の
記
憶
や
理
解
、
さ
ら

に
創
造
が
ど
う
い
う
形
で
実
現
さ
れ
て
い
る
か
は
解
明
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
が
、
繰
り
返
し
記

憶
す
る
訓
練
を
行
い
、
さ
ら
に
体
系
的
に
理
解
す
る
こ
と
は
、
脳
に
千
億
個
あ
る
神
経
細
胞

を
接
続
す
る
神
経
線
維
に
よ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
思
考
回
路
網
）
を
新
た
に
形
成
す
る
地
道

な
作
業
で
あ
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
と
思
い
ま
す
。
大
学
の
四
～
六
年
間
の
専
門
課
程
で
学

ぶ
こ
と
の
意
義
は
、
結
局
、
学
習
の
反
復
と
体
系
的
理
解
に
よ
っ
て
、
自
分
な
り
の
脳
を
創

り
上
げ
る
こ
と
と
言
え
ま
す
。
一
夜
漬
け
だ
け
で
試
験
に
臨
ん
で
も
、
そ
う
し
た
脳
が
形
成

で
き
な
い
で
し
ょ
う
。
ま
た
、
本
を
読
ん
で
得
ら
れ
る
知
識
の
獲
得
は
卒
業
後
も
で
き
る
で

し
ょ
う
が
、
工
学
の
専
門
科
目
の
修
得
の
意
義
は
、
卒
業
後
に
経
験
す
る
で
あ
ろ
う
様
々
な

新
し
い
知
識
を
理
解
し
系
統
的
に
脳
に
取
り
込
み
、
さ
ら
に
活
用
す
る
道
具
を
自
分
な
り
に

頭
の
中
に
作
る
こ
と
と
思
い
ま
す
。

こ
の
地
道
な
学
習
の
た
め
強
い
意
思
・
気
魄
が
必
要
で
す
し
、
そ
の
た
め
前
記
②
の
「
的

確
な
動
機
付
け
」
が
須
要
と
な
り
ま
す
。
そ
し
て
教
員
は
「
こ
の
科
目
は
重
要
だ
」
と
学
生

に
伝
え
る
よ
り
も
、
自
ら
の
超
一
流
の
研
究
や
そ
れ
に
向
か
う
姿
勢
を
見
せ
る
こ
と
で
、
積

上
げ
科
目
の
延
長
上
に
あ
る
本
物
の
科
学
を
若
い
人
の
憧
れ
に
す
る
こ
と
が
重
要
と
思
い
ま

す
。
こ
れ
が
本
学
の
研
究
第
一
主
義
に
基
づ
く
学
術
の
大
き
な
目
的
の
一
つ
と
言
え
ま
す
。

研
究
者
・
技
術
者
が
辛
い
と
き
に
頑
張
り
得
る
拠
り
所
は
、「
試
行
錯
誤
の
末
の
達
成
感
」

と
「
自
然
の
真
理
探
究
に
お
け
る
感
動
」
で
す
。
こ
れ
が
科
学
へ
の
憧
れ
で
す
。
そ
の
た
め

次
代
を
担
う
若
者
に
「
本
物
の
研
究
を
見
せ
る
」
と
い
う
動
機
付
け
と
、「
懸
命
に
考
え
抜
い

た
後
に
成
功
を
経
験
さ
せ
る
」
と
い
う
観
点
か
ら
大
学
の
責
任
は
重
い
訳
で
す
。
国
も
産
業

界
も
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
が
、
教
員
に
で
き
る
こ
と
は
、「
努
力
の
末
に
得
ら
れ
る
幸
運
」

と
「
独
自
の
秘
術
」
を
信
じ
、
日
々
試
行
錯
誤
を
行
う
謙
虚
で
地
道
な
努
力
で
あ
り
、
そ
れ

ら
が
次
世
代
を
託
す
若
者
各
々
に
も
「
深
い
感
動
」
と
「
動
機
付
け
」
を
与
え
、
彼
ら
の
涵

養
に
も
必
ず
結
び
付
く
と
信
じ
て
お
り
ま
す
。

今
後
も
、
若
者
が
多
く
の
失
敗
を
超
克
す
る
た
め
に
積
み
重
ね
た
努
力
に
よ
っ
て
自
身
に

潜
在
す
る
多
様
な
能
力
を
見
出
し
、「
地
球
と
人
類
の
持
続
可
能
性
に
関
わ
る
問
題
」
と
い
う

社
会
が
抱
え
る
課
題
解
決
に
挑
戦
す
る
気
概
と
力
量
を
育
み
、
最
終
的
に
彼
ら
が
自
ら
の
生

き
方
に
誇
り
を
持
て
る
よ
う
期
待
し
て
お
り
ま
す
。

そ
の
た
め
今
後
も
皆
様
の
ご
支
援
と
ご
鞭
撻
を
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

大
学
院
工
学
研
究
科
長

工
学
部
長

東
北
大
学

巻 頭 言巻 頭 言



青葉工学振興会賞等受賞者

SUIRAN2

本財団では、その設立目的である工学の振興に必要

な研究教育助成を通じて、地域社会及び産業の向上発

展に寄与するため、宮城県内の工学系を有する大学等

に所属する研究者等で、工学又は工業技術の分野にお

いて優れた研究業績をあげた者を顕彰しています。

平成25年度は、宮城県内各大学から、「第７回青葉工

学振興会賞」に14件、「第19回青葉工学研究奨励賞」に

は17件の応募があり、審査委員会による第１次及び第

２次の慎重なる審査により、第７回青葉工学振興会賞

の受賞候補者１名、第19回青葉工学研究奨励賞の受賞

候補者２名を選出致しました。そして、11月27日㈬開

催の青葉工学振興会評議員会において、審査委員会の

原案の通り受賞者を決定致しました。

授賞式は、平成25年12月6日㈮ホテルモントレ仙台に

おいて、受賞者のほか役員、審査委員、推薦教授の臨

席のもとに執り行われました。

なお、受賞者の研究業績は次に掲載しました。

平成25年度 授賞報告「青葉工学振興会賞」
「青葉工学研究奨励賞」



青葉工学振興会賞等受賞者

SUIRAN 3

磁気ノズルヘリコンプラズマ中の荷電粒子挙動解明
と無電極電気推進機の開発

東北大学大学院工学研究科
電気エネルギーシステム専攻
准教授　高　橋　和　貴

近年の宇宙開発の国際的競争化および産業化に伴い、宇
宙空間における人口衛星や惑星探査機の主推進エンジンと
して期待される電気推進機の研究開発の重要性が高まって
いる。電気推進機は、人工衛星や探査機に搭載したソーラー
パネルで獲得した電力を用いて、地上から打ち上げた燃料
をプラズマ化・加速することで高速噴射し推進力を得るた
め、地上から打ち上げた僅かな燃料で効率よく長時間動作
が可能となる。これまでに開発されてきたイオンエンジン、
ホールスラスタ、MPDアークジェット等の方式はプラズ
マ生成や加速用いる電極がプラズマに暴露されており、イ
オンスパッタリングや熱負荷により電極が消耗し、長寿命
化が困難である。また近年では大電力電気推進機の開発が
大きなトピックスの一つであるが、電極損傷に関する問題
がより顕著になると予想される。これらの研究背景のもと、
本研究ではプラズマ生成・加速に電極を用いずに動作が可
能な、無電極電気推進機の開発に関する研究を進めている。

本研究で提案する無電極推進機は、磁気ノズルヘリコン
プラズマスラスターと呼ばれる方式で、ヘリコン波放電と
呼ばれる方式で生成された超高密度プラズマを磁力線に
よってプラズマ源の下流域へと輸送し、発散する磁力線 

（ノズル形状をしていることから“ 磁気ノズル”と呼ばれ
る）によって加速し宇宙空間へと噴射するものである【図
１左上】。図１左下には実験室での動作の様子であり、図
中心の青色の部分で1012cm-3を超える高密度プラズマが生
成されており、それが図中右側の下流域へとノズル形状の
磁力線に沿って噴射されていることが分かる。このような
磁場配置をヘリコンプラズマに印加すると、図１右下の電
位分布に示すような構造が自発的に形成されることが観測
されている。プラズマを構成する基本粒子群（正電荷を持
つイオンと負電荷を持つ電子） のエネルギー分布関数の計
測を行うと、生成されたイオンは電位構造によって超音速
まで加速され、一方で高エネルギー電子がこの電位降下を
乗り越えて下流へと流れることで、加速されたイオンを電
気的に中和していることを明らかにした。この基礎的な知
見を踏まえて、イオンエンジンやホールスラスタでは電極
に加えて電気的中性を保持するための中和器を使用して、
イオンと等量の電子を放出しているが、本方式では自動的
に中和電子が放出されるため、中和器すらも必要とせず、
プラズマ生成用絶縁管、高周波アンテナ、磁気ノズルのみ
で構成されるシンプルな推進機が実現可能であることを示
した。

またここで実際に発生する推力の計測を2011年に世界
に先駆けて行い、先駆的な実験を展開した。推力計測開始
時は、僅か2.5 mNという値であったが、磁気ノズルによる
推力増加の機構の発見に伴い、その性能向上指針を見出し、
現在は最大推力20 mN程度が得られるようになってきてい
る。

従来は磁気ノズル生成には電磁石を使用しているが、実
用化を念頭に置いて永久磁石のみを用いた磁気ノズル形成
に関しても並行して進め、独自の磁石配置を考案し電磁石
と同等の推進性能 （すなわちシステムとしては高効率化が
可能） が出せることも実証している。

電気推進機の燃費を表す比推力や推力/電力比はそれぞ
れ約3000秒、10mN/kWとなっており、“はやぶさ”のイオ
ンエンジンの仕様である比推力3000秒、推力/電力比 
22 mN/kWと比較すると、高効率化を実現すれば実用化も
夢ではない領域まで研究が進展しているといえる。

現在は、この高効率化と関連するプラズマダイナミクス
の基礎研究、大電力電気推進機への挑戦、新方式電気推進
機の開発にも着手しており、大型の真空容器を用いた動作
模擬実験等も展開しようとしている。一方で、一連の研究
で得られた高密度プラズマ発生・輸送技術を利用した高速
プラズマドライエッチング装置の開発にも着手しており、
物理エッチング速度に関しては製品化されたものよりも高
速プロセスが可能であることが示されつつあり、今後反応
性プラズマへの応用等も展開する予定である。

第 7 回青葉工学振興会賞　

図１：�（左上）�ヘリコンプラズマスラスター概略図。（右下）�実験室モ
デルの動作の様子。（右図）�本研究で明らかになりつつある荷電
粒子挙動と推力発生機構。
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ナノ電気化学顕微鏡の創成

東北大学
原子分子材料科学高等研究機構
助教　高　橋　康　史

X線構造解析、電子顕微鏡、蛍光顕微鏡の発展に伴い、
細胞の詳細な構造が明らかとなり、細胞の構造と機能を
シームレスで結びつける研究が急務とされている。特に、
細胞が放出・消費する神経伝達物質や活性酸素系分子など
の電気活性種は、細胞代謝において中心的な役割を果たし
ているが、細胞上のどの領域からどのくらいの頻度で放出
が行われているか依然としてわかっていない。走査型電気
化学顕微鏡（SECM）は、微小な電極を走査して、細胞近
傍の化学物質を検出する。そのため、酸素の還元電流を捉
えながら、細胞上を走査すると、細胞上で呼吸により減少
した酸素量を電流値の２次元イメージとして、取得するこ
とができる。また、電気化学計測では、蛍光プローブを必
要としないため、ミリ秒単位で起こる神経伝達物質の放出
や、数分単位で変化する細胞の呼吸状態、数時間から数日
間で変化する遺伝子発現状態のモニタリングにも利用され
てきた。

本研究では、電気化学計測が拡散する分子を計測すると
いう特徴を活かして、SECMが細胞膜界面での計測に有効
であることに着目した。膜タンパクに酵素をラベルし、膜
タンパクが細胞内に取り込まれると、その応答がなくなる
ため、膜界面での微小な分子の動きを評価できる。このよ
うな膜タンパクや分子の動きは、癌細胞の増殖、細胞間コ
ニュニケーション、グルコースの取り込みなどと密接な関
わりがあり、ガン、アルツハイマー、糖尿病と関係してい
る。このような測定を行うには、従来のSECMで用いられ
てきたマイクロ電極では、電極が大きすぎる。そこで、独
自に開発しましたナノ電極とナノポジショニング技術を用
いて、細胞の局所分析まで計測スケールを向上させた。

ナノ電極への関心は、世界的にも高まっており、2007年
以降急速に被引用件数が伸びている。しかし、そのナノ電
極の開発手法は、マイクロ電極の作製法をそのままスケー
ルダウンしたものが大半であり、作製そのものが一日仕事
であり、また、この手法を習得するのに数週間を有する。
一方、本研究では全く異なるナノ電極の作製プロセスを開
発した（図１）。ガラス管にライターで使用されるブタン
ガスを充填し、先端部を加熱することでブタンガスをカー
ボン化する。この手法は、だれでも簡単に行うことが可能
であり、高額の加工装置を必要とせず、３分ほどで電極を
開発することが可能である。

一方、ナノ電極の弱点は、電極を試料の近傍まで破砕す
ることなく近づけなければならないことであり、ナノポジ
ショニングが必要となる。世界的にも多くの研究者がこの
課題に取り組んでいるが、多くのものは電極と試料との間
に働く力を利用して電極と試料との距離を制御している。
本研究では、イオン電流を利用した制御システムに着目し、
柔らかい生細胞を光学顕微鏡の限界である200 nmを上回る

高解像度でイメージングに成功した（図２）。このイオン
電流を利用したポジションニングでは、電解液を充填した
ナノピペットについて、２電極間に電圧を印加すると、非
常に安定した電流が観測される。この状態で、ナノピペッ
トを試料に近接させていくとイオンの流れが表面形状によ
り物理的に阻害され、イオン電流が減少する。このイオン
電流変化を利用して、ナノピペットと試料との距離を制御
した。さらに、形状測定と電気化学測定を同時に行うこと
によって、ニューロンからの神経伝達物質の放出を局所的
に検出することに成功した。

現在、局所的に化学物質の濃度プロファイルを取得可能
な本システムを蓄電池材料や触媒の評価に応用しており、
これまで平均化されてきた材料表面の特性をナノスケール
で明らかにすることが期待できる。

図２　�電極-試料間距離制御により取得したPC12細胞の形状イメージ�
⒜�電極-試料間に生じる力を利用した距離制御、⒝�イオン電流
を利用した距離制御

図１　ナノ電極の作製プロセス
　　　�⒜�従来法：Pt細線を電解エッチングし、ガラス管内にPt細線を

挿入・封止し、先端部をグラインダーにより削る。⒝�新規ナノ
電極作製法：クオーツ管に、ブタンガスを充填し、先端部をバー
ナーで加熱する。
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酸素反応駆動による自己発電式糖度センサの開発

東北大学大学院工学研究科
バイオロボティクス専攻
助教　三　宅　丈　雄

携帯機器などを構成する電子デバイスの小型化や省電力
化を反映して、熱・振動・糖分など身の周りに分散してい
る低密度エネルギーを有効利用するユビキタス発電システ
ムへの期待が高まっており、環境・生体適合性に優れるバ
イオ発電システムの有効利用も現実味を帯びてきた。 

バイオ発電デバイス（酵素電池）は、身近に存在する飲
食物、体内の血糖、環境中の有機物等のバイオ化学エネル
ギーを、直接電気エネルギーに変換する発電デバイスであ
り、通常の燃料電池で用いられるPtなどの金属触媒を生体
触媒（酵素）で置き換えたものである。酵素の反応選択性
によって隔膜が不要となり、電池の小型化が容易となる。
加えて、生体由来の材料で構成できるため、非常に高い安
全性を保障でき、また、安価でもあることから、真に使い
捨て可能な電池の実現が期待できる。我々の体液（血液や
組織液等）からの発電も原理的には可能であるから、埋込
医療デバイスなどの電源にも向いている。酵素電池には、
バイオセンシングなどの付加機能を持たせ得るので、従来
の“電源”（デバイスを動作させるための動力源）に留まら
ず、“エネルギー自立の機能デバイス”としての期待が高い。

本研究では、酵素とカーボンナノ素材の異種材料を融合
させた自己収縮酵素フィルムを作製し、血糖などからの直
接発電および糖度計測を可能とする自己発電式糖度センサ
を開発した。

（a） 自己収縮現象を利用した酵素包含ナノフィルムの開発
生体触媒である酵素は、一般に脆弱なため、高温や乾燥

を避けるマイルドなプロセスを必要とし、一方、カーボン
ナノチューブ（CNT）などの電子伝達ナノ素材は、水との
親和性が悪いため、馴染みの改善が必要である。これまで、
これら異種材料の融合にはCNTを焼き固めた多孔性のナ
ノ電極を予め用意し、そこへ“後から”酵素を固定する手
法が主流であった。しかし、既に出来上がったナノ構造の
内部へ、サイズが同程度の酵素を導入するのは極めて困難
であった。また、このような電極は、屈曲などの機械的ス
トレスに脆く、実用性に欠いた。そこで我々は、新規ナノ
構造体であるCNT Forest （CNTF）へ酵素を“先に”包
含し、次に、溶液の界面張力を利用した“自己収縮現象”
によってCNT自身で酵素をパッキングする新たなプロセ
ス開発に取り組み、世界最高性能を有する酵素フィルムの
開発に成功した（図１）。包含する酵素の種類を変えるこ
とで、果糖（フルクトース）、ブドウ糖（グルコース）、酸
素などの身近な燃料を利用できる柔軟で小型の酵素電池の
開発も実現させた。

（b） 酵素反応駆動による自己発電式糖度センサの創出
さらに我々は、開発した酵素包含フィルムを「貼るだけ」

で、血液や果物の糖度に応じて点滅する「電源不要」の糖
度センサを開発した（図２）。一般に、酵素を利用するバ
イオセンサが健康管理や食品管理に用いられているが、電
気式のセンサに搭載される通常の電池はサイズが大きく、
また、環境や生体に有害な反応溶液などを含む。我々が開
発した酵素電極フィルムは、生体や食物などのバイオエネ
ルギーを直接利用する安全な発電システムとして、環境・
生体と調和する。これは、酵素電極特有の機能“バイオ発
電とバイオ計測”を巧みに利用した世界初の自己発電式糖
度センサである。

今後は、我々の貼れるバイオ発電システムを利用して、
皮膚や眼で利用されるパッチ型、あるいは、コンタクトレ
ンズ型の治療・診断デバイスの開発へと発展させたいと考
えている。

図１.�酵素包含ナノフィルムの作製方法

図２.�自己発電式糖度センサの概要



研究プロフィール

SUIRAN6

１．はじめに

原子力プラントの保全（長期使用中の安全性と機能性の
維持）のための研究を行っています。原子力発電は、他の
エネルギーとは根本的に異なり、質量をエネルギーに変換
するという大変魅力ある技術ですが、同時に、放射性物質
という特徴的なハザード（危険源）を取り扱う技術でもあ
ります。東京電力福島第一原子力発電所の事故では、現在
も多くの方々が避難生活を余儀なくされています。原子力
エネルギーを活用していくためには、より高度な安全性へ
の不断の努力が不可欠です。

プラントの機器・構造物は、運転時間の累積に伴って徐々
に状態が変化（多くの場合は劣化）します。私が取り組ん
でいる保全研究は、これらの劣化現象についての機構解明、
発生・進展予測、予防・緩和技術、検査技術開発などを目
的としたもので、人間に例えれば、成人病の予防や加齢に
よる疾患への対処に類する技術です。取り扱う現象は、構
造用の各種合金と冷却材（高温高圧の水や水蒸気）との界
面で起こる劣化、繰り返し荷重下での劣化、放射線照射下
での劣化などで、材料工学および機械工学を軸にした学際
的分野の研究を行っています。具体的なテーマは多岐に渡
りますが、主なもの幾つかについて以下に簡単に説明しま
す。

２．  ステンレス鋼溶接部のSCC 停留メカニズムと低温時

効の影響評価

沸騰水型軽水炉の１次冷却水再循環系配管には、応力腐
食割れ感受性が大幅に改善された低炭素ステンレス鋼が使
用されています。しかしながら、近年、その溶接部近傍に
おいて応力腐食割れ（腐食性環境と力学的負荷の協働作用
により材料にき裂が発生・進展する現象で、以降SCC と
表記）が実プラントの検査で見つかっています。SCC に
よるき裂は、溶接部に隣接した母材の硬化部から発生して、
溶接金属まで進展していますが、溶融境界近傍で停留ある
いは進展遅延している様子が報告されています。このSCC
は溶融境界で実際に停留する性質を持つのか、そうであれ
ばその理由は何であるのか、を明らかにすることが、再循
環系配管の安全裕度と寿命を評価する上で重要です。当研
究室では、溶融境界近傍特有の組織的特徴（島状δフェラ
イトの分布形態）に着目してSCC 停留メカニズムを提案
しています（図１～図２）。一方で、SCC 停留に重要な役
割を果たすと考えられるδフェライトが、炉水温度（288℃）
域においても長時間の時効によってはスピノーダル分解を
起こし靱性低下につながる可能性を指摘しており、耐SCC
性と低温時効の関連についても調査中です。

研究プロフィール

原子力プラントの保全研究
～原子力発電をより安全に使うために～

東北大学大学院工学研究科
量子エネルギー工学専攻
教授　渡　邉　　　豊

図1　��高温高圧水中試験（288℃／ 9MPa）で再現された低炭素ステンレス鋼溶接部近傍の応力腐食割れ：溶接
部に隣接した母材の表面からSCCが発生し、溶融境界近傍まで進展したところで止まっている。
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３．  ニッケル基合金／低合金鋼溶接部での応力腐食割れ停

留・進展メカニズム

国内の一部の沸騰水型軽水炉において、原子炉圧力容器
の内部にある下部シュラウドサポートと原子炉圧力容器を
繋ぐ溶接金属（Ni基合金）でSCC が発見されました。き
裂は低合金鋼製圧力容器内には進展していないものの、原
子力発電プラントが高経年化しつつある現状を鑑みると、
その健全性を評価する上でNi 基合金溶接金属／低合金鋼
溶融境界における SCC 進展挙動を明らかにすることが重
要です。当研究室では、高温高圧水中での実験に基づいて、
多層溶接時の熱サイクルに依存して決定される溶融境界近
傍組織の特徴が、き裂停留・進展挙動に影響を与える材料
側因子であることなどを指摘しています。

４．  応力腐食割れ萌芽形成・発生過程の視覚化技術と発生

機構の解明

電気化学ノイズによるSCC 発生モニタリング法を研究
していく過程で、割れ萌芽の形成と再不働態化が起きてい
る位置の情報がどうしても欲しくなり、いっそ視覚化でき
ないかと考えました。過去に Isaacsらが pH 試薬を用いて
間接的にアルミニウム腐食におけるアノードとカソード位
置の分離状態を観察していましたが、pH のような間接的

な情報ではなく、金属のローカルなアノード溶解そのもの
を直接高い感度で観測する方法を検討する中、分析化学の
分野で鉄イオン検出に用いられているフェナントロリンを
用いて、SCC 発生の観察に応用することを試みました。
種々の工夫の結果、ステンレス鋼のSCC 発生初期の数μｍ
規模の萌芽形成を俯瞰的視野の下で視覚化できるようにな
りました（図３）。従来、SCCの 発生現象は、個々の事象
の直接観測が難しく、統計的に評価せざるを得なかったの
ですが、本手法によりSCC 萌芽の形成が実時間で俯瞰的
に観測できることになり、SCC 発生の決定要因の解明な
どへの活用が期待されています。

図４　��SUS316L低炭素ステンレス鋼のエッチング表面：塑性ひずみの入っている材料（左）と溶体化ままの材料（右）
との比較。左の材料の表面に見える直線状の溝が、変形双晶に起因するエッチング痕。

図２　��粒界を経路として進展してきたSCCき裂が粒界三重点のδフェ
ライトに達して停留している様子（TEM画像）

図３　��視覚化により捉えられたSCC萌芽の例（チオ硫酸ナトリウム水
溶液中での鋭敏化304ステンレス鋼の低ひずみ速度試験）：ひ
ずみ付与と垂直の方向にき裂の芽が出来かかっている様子。
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５．低サイクル疲労損傷の材料組織学的検出技術の開発

想定を超える地震荷重を経験した原子力発電設備の健全
性評価について、2011年にIAEA（国際原子力機関）から

『Hidden Damage（現状の点検手段では検知できないダメー
ジ）への対応』が重要な課題として提起されています。

“ Hidden Damage”の中でも『アクセス可能だが目視では
検知できない損傷』として、地震動による金属材料への繰
り返し塑性変形（疲労損傷蓄積）が指摘されています。交
番荷重により変形が復元している場合や局所的な変形など
は目視等で検知できません。想定を超える地震動に晒され
た発電設備の健全性評価は、数値計算による各構造物の応
力・ひずみ応答解析と代表箇所の点検・検査とを組み合わ
せることにより初めて完成しますが、疲労損傷蓄積につい
ての確実な検査手法が欠けているのが現状です。

筆者らは、電気化学的エッチングを利用した手法により
この課題を解決することを着想しました。金属に塑性変形
が生じる時、変形機構がすべりであっても双晶であっても、
結晶中に方位の異なる微小領域が形成されるか（変形双
晶）、あるいは局所的に乱れの増大する箇所ができます（転
位の集積）。溶解速度の結晶方位依存性が極大になる条件
の下でエッチングを施すという単純な原理によって、この
不規則さの増大を極めて感度良く可視化できることを見い
だしました。この基本原理に基づいて、塑性変形によって
形成された変形双晶をエッチング痕として現出させること
に成功し（図４）、感度の高い塑性ひずみ検査手法を実現
しました。さらに、エッチング痕の数密度と塑性ひずみエ
ネルギーによる整理で単軸予ひずみと低サイクル疲労によ
るダメージが統一的に評価出来る可能性を見いだしていま
す（図５）。

６．  超臨界水プロセス用Ni基高Cr合金の時効組織変化抑制

技術

使用済の放射性イオン交換樹脂などを超臨界水中で酸化
分解・減容するための反応容器材料の研究です。超臨界水
酸化プロセスにおいて想定される環境条件下でNi 基合金
を使用する場合には、耐食性および割れ感受性の観点から、
40%を超えるCr 含有量が必要となります。これは固溶化処
理が可能な上限のCr 量に近く、したがって合金の相安定
性は高くありません。実際のプロセス温度（例えば500℃）
において、比較的短時間で粒界反応型析出を経由した相分
離が生じて、耐食性と破壊靱性が著しく低下することが確
認されています。合金メーカーと共同で種々検討した結果、
数％のTaを添加することによってこの組織変化を大きく
減速できることを発見しました。

７．おわりに

2011年３月の震災以前には、正常なプラント運転環境
（高温の高純度水）での材料劣化現象が研究の中心課題で
したが、福島第一原子力発電所の事故ならびに同年５月に
起きた浜岡原子力発電所の炉内への海水流入事象を経験し
て以降は、多量の不純物イオンが混入した環境での軽水炉
１次系構造材料の健全性評価が重要な課題となりました。
2011年７月に電力中央研究所に設置された「福島第一原子
力発電所腐食対策検討会」では、使用済燃料および燃料プー
ルの海水注入環境での腐食可能性評価と対策提言に主査と
して取り組み、現在は、国際廃炉研究開発機構の技術委員

（使用済み燃料・PCV/RPV健全性評価部会長）などとし
て廃炉のための技術開発に関わっています。福島第一原子
力発電所の廃炉は、人類未経験の技術的挑戦であり、30年
以上の時間が必要な息の長い事業と見込まれていますが、
どうしてもこれを克服せねばなりません。優秀かつタフな
人材の養成も大学に課せられた役割です。研究と教育の両
面から期待に応えていきたいと考えています。

著者略歴

渡
わたなべ

邉　　豊
ゆたか

1985年　東北大学工学部機械工学第二学科卒業
1991年　  東北大学大学院工学研究科機械工学第二専攻　

博士課程修了
1991年　日本学術振興会特別研究員
1992年　米国マサチューセッツ工科大学博士研究員
1993年　東北大学講師（工学部）
1996年　東北大学助教授（工学部）
2008年　東北大学教授（大学院工学研究科）

図５　��単軸引張りあるいは繰り返し塑性変形により材料に加えられた
仕事（横軸）と変形双晶エッチングの数密度の関係
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量子化学に基づくマルチフィジックスシミュレータの開発と
「化学反応を積極的に活用した機械工学分野」の開拓

東北大学大学院工学研究科
附属エネルギー安全科学国際研究センター
教授　久　保　百　司

１. 化学反応を積極的に活用した機械工学分野の開拓

私は、学生、助手、助教授の時は、化学系に所属し、量
子化学を中心とした計算化学手法を活用して、触媒反応な
どの化学の分野で研究を行ってきた。それが、2008年に機
械系の教授に昇任させて頂き、大きく研究分野を変更する
必要に迫られた。さらに驚いたことに、私自身の所属はエ
ネルギー安全科学国際研究センターであるが、学生の所属
はバイオロボティクス専攻の所属となり、電子レベルの学
問である「量子化学」がいかにマクロスケールの「ロボッ
ト開発」に貢献できるかという研究テーマを真剣に考えな
ければいけない立場に置かれることとなった。そこで私は、
量子化学がロボット開発に貢献するためには、「化学反応
を積極的に活用した機械工学」という新しい研究分野の開
拓が必須であるとの着想に至り、ここ数年この新しい研究
領域の立ち上げに専念してきた。

具体的には、近年のナノテクノロジーの発展により、航
空機・宇宙機・自動車・ロボットなどに代表される重厚長
大な機械システムの設計・開発手法に大きな転換が求めら
れている。自動車エンジンの摩擦過程、ガラスの機械研磨、
発電プラントの応力腐食割れなど多様な機械システムにお
いて、ナノスケールで起こる化学反応が、マクロスケール
での機械システムの機能・性能に大きく影響を与えるよう
になり、重厚長大な機械システムといえども、「化学反応」
の電子レベル制御が必須となってきている。さらに、機械
システムは「動き」によって初めて機能が発現することか
ら、「化学反応」と「摩擦、衝撃、流体、応力、電場、電
磁波、伝熱」などが複雑に絡み合ったマルチフィジックス
現象の電子レベルでの深い理解とそれに基づく設計が重要
となってきている。ここで、従来の機械工学分野では、化
学反応を含まない「摩擦、衝撃、流体、応力、電場、電磁
波、伝熱」などが複雑に絡み合ったマルチフィジックス現
象に対して、有限要素法、流体力学などの連続体理論を応
用することで、研究が進められてきた。しかし、連続体力
学シミュレーションは電子を考慮した方法論ではないた
め、化学反応を考慮することは不可能である。そこで、私
は従来、機械システムにおいてマルチフィジックス現象の
解明に活用されてきた連続体力学シミュレーションの単な
る発展では、化学反応を含むマルチフィジックス現象に対
応することは不可能であることを認識し、機械工学分野に
量子化学を導入するという全く新しい異分野融合の着想に

至った。そこで、量子分子動力学法に基づき「化学反応」
と「摩擦、衝撃、流体、応力、電場、電磁波、伝熱」など
が複雑に絡み合ったマルチフィジックス現象の解明を可能
とするマルチフィジックスシミュレータを世界に先駆けて
開発し、「量子化学」と「機械工学」の融合領域の開拓、
さらには「化学反応を積極的に活用した機械システムの設
計」という新しい研究領域の確立を目的とし、研究を進め
てきた。

２.  量子化学に基づくマルチフィジックスシミュレータの 

 開発 ［1-3］

従来、原子軌道に基づく第一原理分子動力学法は、３次
元周期境界条件下では収束性に問題があった。そこで、内
殻電子を原子軌道で、価電子を平面波で記述するハイブ
リッド化により、収束性の向上、計算速度の向上を実現し
たGaussian Fourier Transform （GFT）第一原理分子動力
学法を開発した［1-2］。さらに、上記のGFT 第一原理分
子動力学シミュレータに対して、「摩擦、衝撃、流体、応力、
電場、電磁波、伝熱」などが考慮可能なように、独自の理
論を導入することで、「化学反応」と「摩擦、衝撃、流体、
応力、電場、電磁波、伝熱」などが複雑に絡み合った現象
を解明可能な、第一原理分子動力学法に基づくマルチフィ
ジックスシミュレータの開発に成功した（図１）。

さらに、第一原理分子動力学法では計算時間の関係上、
大規模計算を実現することが困難であるため、独自に考案
したTight-Binding 近似に基づく量子分子動力学法をも開

図１　�第一原理分子動力学法とTight-Binding量子分子動力学法に基づ
くマルチフィジックスシミュレータの概念図
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発した［3］。本手法は第一原理分子動力学法に比較して
5000倍以上の高速計算を実現し、数千原子以上の大規模系
における化学反応ダイナミクスの解明を可能とした。さら
に、上記方法論を発展させることで、Tight-Binding 量子
分子動力学法に基づき「化学反応ダイナミクス」を扱いな
がら、「摩擦、衝撃、流体、応力、電場、電磁波、伝熱」
などとのマルチフィジックス現象をシミュレーション可能
なマルチフィジックスシミュレータを開発することに成功
した（図１）［3］。

３.  「摩擦と化学反応」のマルチフィジックスシミュレー 

 タの応用 ［4-7］

近年、省エネルギー対策、地球温暖化対策に対する強い
要請から、自動車、航空機、家電、情報機器、産業用ロボッ
トをはじめとする機械産業において、エネルギーの利用効
率を極限まで高めることが強く求められている。摩擦によ
るエネルギー消費は、国民総生産（GDP）の約３%と言わ
れており、超低摩擦技術の開発が社会的に急務の課題と
なっている。特に、自動車における全エネルギー損失の約
20%は摩擦に起因し、機械機器の故障や寿命の原因の約
75%が摩擦により引き起こされる摩耗に起因している。ま
た、超低摩擦技術は自動車分野のみならず、あらゆる機械
産業分野・生活環境においてエネルギーの効率的利用と地
球温暖化ガスの排出削減、さらには安全・安心社会の実現
のために、その具体化が切望されている。その中でも、現
在幅広く使用されている油潤滑に代わり、水を潤滑剤とし
て用いる水潤滑は環境にやさしく、超低摩擦を実現可能な
方法として、その実用化が強く期待されている。特に、水
潤滑用の摩擦材料としてSiC が注目されているが、SiC の
摩擦現象では水とSiC の化学反応が重要な役割を担ってい
ることが実験的に指摘されており、「摩擦と化学反応」が
複雑に絡み合ったマルチフィジックス現象の理論的解明が
必須である。

そこで、著者らは上記で開発した第一原理分子動力学法
に基づくマルチフィジックスシミュレータを活用し、
SiC の摩擦シミュレーションを行った。荷重を1 GPa とし
てシミュレーションを行った場合の結果を図２ に示す。そ
の結果、51 fs 後には水分子が解離反応を起こし、この解
離 し たH+がC-H 基 を 生 成 し、 そ の 影 響 で61 fs 後 に は
Si-C 結合が切断された。その後、63 fs 後には解離した
Si 原子に他の水分子が吸着し、150 fs 後にはこの吸着した
水分子が解離反応を起こすことによって、Si-OH 基が形成
される化学反応ダイナミクスが明らかにされた。ここで、
摩擦を行わなかった場合には、上記のような化学反応は起
こらなかったことから、「摩擦」が「化学反応」を促進し
ていることが明らかとなった。さらに、荷重の効果を調べ
るために、荷重を20 GPa に増やしてシミュレーションを
行ったところ、荷重1 GPa の場合と同様に、SiC 表面上で
の水分子の解離反応によって、250 fs 後にC-H 基の生成、
308 fs 後にSi-OH 基の生成が観察された（図３）。さらに、

517fs 後には上記のSi-OH 基のOH が他のSi 原子とも結合
することで、Si-O-Si 結合が生成する化学反応ダイナミク
スが明らかとなった。この結果は、荷重を増加させること
によって、化学反応が促進されたことを意味している。

さらに、著者らは前述の第一原理分子動力学法に比較し
て高速計算が可能なTight-Binding 量子分子動力学法に基
づくマルチフィジックスシミュレータを用いて、大規模な
摩擦シミュレーションを行った。荷重を3 GPa とした場合
の結果を図４に示す。図より、第一原理分子動力学法の場
合と同様に、水分子が解離反応を起こし、解離したH+が
C-H 基を生成するとともに、解離したOH－がSi-OH基を生

図２　�1�GPaの荷重下におけるSiCの水潤滑プロセスの第一原理分子
動力学シミュレーション

図３　�20�GPaの荷重下におけるSiCの水潤滑プロセスの第一原理分子
動力学シミュレーション

図４　�3�GPaの荷重下におけるSiCの水潤滑プロセスのTight-Binding
量子分子動力学シミュレーション
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成する化学反応ダイナミクスが明らかにされた。その後、
生成したSi-OH 基からSi-O-Si が形成される化学反応も明
らかにされた。一方、図４ の20965 fs に見るように、表面
のC 原子には水分子から解離したH+がさらに吸着すること
で、CH4 分子が生成し、それが水中に脱離していく様子が
観察された。さらに、CH4 のSiC 表面上での形成と脱離が
増加することによって、SiC 基板からC 原子が減少し、そ
れに伴ってSi-O-Si 結合ネットワークが成長していく様子
が明らかにされた。ここで、SiC 表面上にSi-O-Si ネット
ワークが形成されることによって、水分子とSi-O-Si 間に
水素結合が形成され、SiC 界面に数多くの水分子が保持さ
れるようになると考えられる。つまり、SiC表面上で積極
的に摩擦化学反応を促進することによって、SiC 界面に数
多くの水分子が保持されるようになり、水潤滑による低摩
擦状態が維持できるようになることが理論的に予測され
た。

４.  「衝撃と化学反応」のマルチフィジックスシミュレー 

 タの応用 ［8-10］

1990 年代に比べ家庭からのCO2 排出量は約40%も増加し
ており、家電製品の低消費電力化が強く求められている。
家電製品の低消費電力化の実現には半導体の超微細化技術
の発展が必須であり、これらはマイクロマシンやMEMS（微
小機械）などの開発にもつながる。具体的に、超微細加工
に用いられるプラズマエッチングにおいては、加工スケー
ルの微細化に伴うサイドエッチや副生成物の過剰堆積によ
る形状欠陥の発生が大きな問題となっており、高精度な超
微細加工の実現のためには、エッチングプロセスにおける
化学反応ダイナミクスの解明が急務となっている。例えば、
シリコン酸化膜のエッチングには四フッ化炭素CF4 が用い
られ、プラズマ分解によりCF2 ラジカルやCF3 ラジカルが
生成し、それらがシリコン酸化膜表面に到達することで化
学反応が起こる。しかし、プラズマエッチングは、「衝撃
と化学反応」のマルチフィジックス現象であり、化学反応
を扱うことができない古典分子動力学法や、「衝撃」が「化
学反応」に与える影響を解明できない静的な第一原理計算
では、プラズマエッチングプロセスの理論的検討は不可能
である。そのため、これまでエッチングプロセスに対して
は、計算科学的な検討は全く行われてこなかった。そこで
著者らは、「衝撃」が「化学反応」に与える影響を解明可
能なTight-Binding 量子分子動力学法に基づくマルチフィ
ジックスシミュレータを開発し［8］、CF2 ラジカルと
CF3 ラジカルによるSiO2(001) 基板のエッチングメカニズ
ムの違いを明らかにすることで、次世代の超微細加工を可
能とするエッチング技術の理論的設計を試みた。

CF2 ラジカルの照射エネルギーを10 eV として、CF2 ラ
ジカルを連続的にSiO2 基板上に照射したエッチングシ
ミュレーションを行った（図５）。図より、CF2 ラジカル
がSiO2 基板に衝突した際に、CF2 ラジカル中のC-F 結合お
よびSiO2 基板中のSi-O 結合が切断され、新たにC-O 結合、

Si-F 結合が生成する挙動が観察された。その後、CF2 ラジ
カルの連続的照射による化学反応により、CO 分子、CO2

分子、COF 分子、COF2  分子の生成が確認された。この結
果は、SiO2 基板中のO 原子はCO、CO2、COF、COF2 など
の形でC 原子と結合した分子として脱離することを示して
いる。また、これらの生成分子は実験的にも確認されてい
る。次に、CF3 ラジカルを連続的に照射した場合の結果を
図６に示す。この場合も、CF2 ラジカルを連続的に照射し
た場合と同じく、化学反応によるC-O 結合、Si-F 結合の
生成に加え、CO、CO2、COF、COF2 分子の生成が確認さ
れた。また、1.15 ps ではCF2 ラジカルの照射では観察され
なかったCF4 分子の生成も観察された。これは、CF3 ラジ
カルの方がCF2 ラジカルよりも多くF 原子を有しているた
めと考えられる。次に、CF2 ラジカルとCF3 ラジカルのエッ
チング効率を比較するために、シミュレーション中の
Si-O 結合数の変化について検討した（図７）。その結果、
CF2 ラジカルの方がCF3 ラジカルよりも多くのSi-O 結合を
切断し、高いエッチング効率を有することを明らかにした。
これは、CF2 はジラジカルであるため、CF3 よりも２倍の
ダングリングボンドを有し、化学反応性が高いことが理由
であると理解された。

次に、CF2 ラジカルとCF3 ラジカルの照射エネルギーを
150eV に増やし、「衝撃」の度合いが「化学反応」に与え

図５　�照射エネルギー 10�eVのCF2ラジカルによるSiO2エッチングプ
ロセスのTight-Binding量子分子動力学シミュレーション

図６　�照射エネルギー 10�eVのCF3ラジカルによるSiO2エッチングプ
ロセスのTight-Binding量子分子動力学シミュレーション
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る影響について検討を行った。その結果、照射エネルギー
を150eV に増やしたことにより、CF2 ラジカルとCF3 ラジ
カルの化学反応性が増加し、10eV の時には観察されなかっ
たエッチングホールの形成が確認された（図８）。一方、
150eV でCF2 ラジカルとCF3 ラジカルを連続的に照射した
場 合 に も、10eV で 照 射 し た 場 合 と 同 じ くCO、CO2 、
COF、COF2 分子の生成が確認された。さらに、図8⒝に
示すように、CF3 ラジカルを照射した場合には、新たに
SiF4 分子の生成が観察された。この結果より、SiO2 基板
中のO 原子はCO、CO2 、COF、COF2 などの形でC 原子と
結合した分子として脱離するのに対し、SiO2  基板中の
Si 原子はSiF4 分子の形で脱離することが明らかにされた。
次に、150eV の場合についても、CF2 ラジカルとCF3 ラジ
カルのエッチング効率を比較するために、シミュレーショ
ン中のSi-O 結合数の変化について検討した（図９）。その
結果、照射エネルギー 10eVの場合と比較し、数多くの

Si-O 結合が切断され、照射エネルギーの増加によってエッ
チング反応が促進されたことが確認された。さらに、非常
に興味深いことに、150eV の場合には10eV の場合とは逆
に、CF3 ラジカルの方がCF2 ラジカルよりも多くのSi-O 結
合を切断し、高いエッチング効率を有することが明らかと
なった。これは、「衝撃」の度合いによって、「化学反応」
が大きく変化することを示している。この原因としては、
CF2 ラジカルよりもF 原子を多く有するCF3 ラジカルの方
が多くのSi-F 結合を生成し、SiF4 分子の生成を促進した
ためであると考えられる。このような「衝撃」が「化学反
応」に与える影響は、静的な第一原理計算では解明するこ
とができず、開発したマルチフィジックスシミュレータの
有効性が明らかにされた。

５.  「流体と化学反応」のマルチフィジックスシミュレー 

 タの応用

現在、数多くの小型電子機器のバッテリーにリチウムイ
オン電池が使用されており、さらに近年では電気自動車の
普及に向けて、リチウムイオン電池の大容量化と高耐久化
が求められている。しかしリチウムイオン電池では、正極
表面と電解液中の有機溶媒が化学反応を起こすことによっ
て、電極表面上に被膜が生成し、これによって電池の充放
電性能が劣化する問題が指摘されている。ここで、上記の
劣化を防止するためには正極表面と有機溶媒間の化学反応
メカニズムを解明する必要がある。しかし、上記の劣化過
程はリチウムイオンや有機溶媒の拡散が化学反応に影響を
与える「流体と化学反応」が複雑に絡み合ったマルチフィ
ジックス現象であるため、これまでそのメカニズムを解明
することは困難であった。

そこで著者らは、「流体」が「化学反応」に与える影響
を解明可能なTight-Binding 量子分子動力学法に基づくマ
ルチフィジックスシミュレータを開発し、正極材料である
LiCoO2 (010) 面上において、有機溶媒であるエチレンカー
ボネート （EC）とジメチルカーボネート （DMC）が正極表
面と化学反応を起こすメカニズムについて検討を行った。
図10 に、電解質としてLiPF6 を用いた場合の結果を示す。

図７　�照射エネルギー 10�eVのCF2ラジカルとCF3ラジカルによる
SiO2エッチングプロセスにおけるSi-O結合数の時間変化

図８　�照射エネルギー150�eVの�⒜�CF2ラジカルと�⒝�CF3ラジカルに
よるSiO2エッチングプロセスにおける5.2�ps後のスナップ
ショット

図９　�照射エネルギー 150�eVのCF2ラジカルとCF3ラジカルによる
SiO2エッチングプロセスにおけるSi-O結合数の時間変化

図10　�有機溶媒としてエチレンカーボネート(EC)とジメチルカーボ
ネート(DMC)、電解質としてLiPF6を含むLiCoO2正極表面の
Tight-Binding量子分子動力学シミュレーション
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図より、Li イオンはEC やDMC が構成するO 原子のネッ
トワークの間を、O 原子とイオン結合しながら拡散する様
子が明らかとなった。さらに、EC やDMC はLiCoO2 表面
上に吸着後、C-O 結合の切断などが起こることでCH4 分子
を生成し、有機溶媒が分解劣化していく過程が明らかにさ
れた。また、表面上に形成される被膜の構成成分として、
CH3OLi の存在が明らかにされた。これらの生成物は実験
的にも確認されており、著者らのシミュレーションにより、
その生成メカニズムの詳細が明らかにされた。

６. 終わりに － 量子化学の新しい研究分野の開拓に向けて

本稿では、著者らの研究室で目指している量子化学に基
づくマルチフィジックスシミュレータの開発と「化学反応
を積極的に活用した機械工学分野」の開拓について紹介し
た。これまでの量子化学の発展を目的とした研究は、常に

「①高精度化」または「②大規模化」の実現を目的として
きた。この研究開発動向に対し、著者らは「③マルチフィ
ジックス現象の解明」を可能とする量子化学の開発という
全く新しい３本目の座標軸を提案した（図11）。これは、
従来は静的な材料設計のみを目的としてきた量子化学を、
プロセス設計・システム設計を実現可能な計算手法として
大きく発展させることを意図している。「動き」が重要な
意味を持つ機械工学分野において、量子化学に基づくマル
チフィジックスシミュレータが与えるインパクトは、非常
に大きい。
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１．はじめに

我々は日常生活の中で常にテキスト情報を目にしていま
す。環境中のテキストを検出して認識することができれば、
ロボットビジョンにおける重要な技術となり得るほか、人
間にとっても、翻訳やデータベースとのリンクにより有益
な情報を得ることができ、普段の生活で読んだ文字・文書
を記憶して活用できるなど、さまざまな目的で利用できま
す。

文字認識には長い歴史があり、文書を光学的スキャナで
読み取った文書画像を対象とした場合には高精度な文字認
識が可能となりました。しかし、環境中のテキストを対象
とした場合には問題が難しくなり、現在でも活発に研究開
発が行われています。ディジタルカメラ等により取得され
た情景画像に含まれるテキスト画像は一般に低解像度であ
り、照明が非均一であり、オクル－ジョン（隠れ）が生じ、
幾何学的な変形を受けているなど、さまざまな要因が検出
と認識を困難にしています１）。

我々の研究室では、環境中のテキスト情報を自動的に検
出し、高精度に認識するための研究を行っています。本稿
では、環境中テキスト検出、文字の高精度認識手法、およ
びこれらの応用に関する取り組みを紹介します。

２．環境中テキスト検出

ディジタルカメラ等により取得された情景画像から環境
中のテキストを検出する手法としては種々提案されていま
すが、文字やテキストの画像としての特徴を用いることが
一般的です。たとえば看板等に書かれた文字は人間の目を
引く必要があることから、一様な背景中に背景とは異なる
色で印字されることが多く、画像を二値化して二値画像中
の同色の画素の塊を抽出するのは一つの方法です。また、
文字画像は狭い領域に多数の線分を含むことから、エッジ
を抽出してエッジの集中している領域を検出する方法もあ
ります。しかし、二値化による手法は処理時間がかかるこ
とや接触した文字に対応できないという欠点があり、エッ
ジ抽出による手法はテキスト以外でエッジの集中している
箇所も検出されてしまうという欠点があります。

そこで、二値化とエッジ抽出の利点を組み合わせて高精
度にテキスト領域を検出する手法を開発しました２）。この
手法では色コントラストを考慮して画像の高精度な二値化

を実現し、色情報を駆使して照明変化等によって生じる検
出誤りを抑制しています。さらにエッジ情報を活用するこ
とで接触文字を扱うことを可能とし、従来手法では不可能
であったテキストの検出に成功しました。提案手法の有効
性は、情景画像からのテキスト検出では標準的に用いられ
ているICDAR2003のRobust Reading Datasetsにおける
TrialTestの画像３）を対象とした実験を通して確認しまし
た。図１に検出されたテキストの例を示します。赤枠が検
出された文字の領域、青枠が文字列の領域です。従来手法
では困難であった、文字列枠に含まれる文字列や影によっ
て一部の明るさが異なる文字列も正しく検出できているこ
とが分かります。

上記の方法は高精度ですが、処理にかなりの時間がかか
ります。カメラから画像を取得しながら動作する実時間シ
ステムに応用することを考えると、処理時間の問題は重要
です。そこで、文字検出の各処理に必要な時間を分析し、
処理時間を短縮する手法を検討しました。そして、比較的
高速なエッジ抽出結果に基づいて文字列領域の候補を抽出
し、精度の高い二値化に基づく手法で検証を行う手法を開
発しました。この手法により、検出精度をできるだけ保っ
たまま高速化を実現することが可能となりました。

提案手法を２種類のデバイスに実装しました。１つは全
方向カメラで、周囲360度の撮影が可能です。これは、環
境中のテキストをすべて検出することを想定したもので
す。もう１つは視線計測（アイトラッキング）システムで、
人間の視線を計測できる装置です。こちらは、人間が読ん
でいるテキストを検出することを想定しています。

図２は全方向カメラによりテキスト検出をした例で、赤
の矩形で示した領域が検出されたテキスト領域です。テキ
ストを検出するにはある程度高い解像度が必要なため、全

環境中テキストの自動認識を目指して

東北大学大学院工学研究科
通信工学専攻
教授　大　町　真一郎

図１　テキスト検出結果の例
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方向の画像は画素数が非常に大きくなり、一般にテキスト
検出の処理には非常に時間がかかるのですが、提案手法で
はGPU等を用いない普通のマルチコアのパソコンでも１
fps程度の処理速度で検出ができています。図３は視線計
測装置を用いたテキスト検出の例です。赤丸で示した点が
人間の視点で、矩形が検出された領域です。人間の読んで
いるテキストを検出できていることが分かります。

３．高精度文字認識

さまざまな文字を高精度に認識するため、低品質文字を
高精度に認識する手法、飾り文字のような多様な文字を認
識する手法、グラフ表現による文字認識手法などを開発し
ています。

3.1　低品質文字認識

情景画像中の文字認識を困難にする一つの大きな問題は
解像度の低さです。例えば前述の全方向カメラを用い、約
１mの距離からポスターを撮影した画像の例を図４に示し
ます。人間にも文字カテゴリの判別が困難なほど劣化して
いることが分かります。

文字認識では特徴量と呼ばれるベクトルを抽出し、特徴
量どうしの類似度をもとに文字カテゴリを判別する手法が
一般的ですが、このような低品質文字の場合には特徴がう
まく抽出できないために高精度な認識が困難になります。

特徴抽出を行わず文字画像全体のパターンマッチングによ
り認識する方法が考えられますが、そうすると文字パター
ンの変形に対応できず、やはり精度が低下します。

我々の研究室では、低品質文字の認識に関して、以前か
ら部分空間法と呼ばれるパターン認識の手法に基づく手法
を検討しています。部分空間法では、認識対象となる各文
字カテゴリの文字画像を複数収集し、文字画像から得られ
る特徴ベクトルの部分空間を「辞書」とします。未知の文
字画像を認識するときは、その文字画像と各文字カテゴリ
の辞書の類似度を比較し、最も類似した文字カテゴリを認
識結果とします。この部分空間をさまざまな文字パターン
の変形に対応できるよう設計することで、多様な文字を精
度よく認識することが可能になります。

部分空間法は比較的低品質文字の認識に強いのですが、
さらに高精度な認識を実現するために、文字画像から劣化
した部分を推定し、劣化の影響を軽減するように適応的に
辞書を変更する手法を開発しました４）。この手法により、
人間にも判別が困難なほど劣化した文字画像もある程度の
精度で認識することが可能となります。

部分空間法は高精度ですが、大量の文字画像を収集し、
辞書部分空間を構築する必要があります。大量のデータを
人手で収集するのは大変ですので、その代わり生成型学習
法５）と呼ばれる手法を導入し、文字画像を人工的に生成す
ることで対応しています。この方法では劣化していない文
字画像と劣化した文字画像を比較することで劣化モデルを
生成し、劣化モデルをさまざまなカテゴリの文字画像に適
用することによって大量のデータを生成します。劣化モデ
ルの生成のために、ディジタルカメラやスマートフォン、
タブレット型デバイス等のカメラで文字画像を撮影し、元
の文字画像と比較します。劣化の度合いはパラメータとし
て与えることができるため、さまざまな劣化度の文字画像
を生成することが可能になります。

また、部分空間法は１枚の文字画像を認識する手法です
が、文字画像を１枚の画像ではなく映像として取り込み、
映像と辞書部分空間の近さを類似度とする手法も検討して
います。すなわち、映像中で認識対象の文字画像が映って
いる複数フレームを用い、これらの文字画像から部分空間
を構築し、辞書部分空間と部分空間どうしの近さを求めま
す。この手法は相互部分空間法と呼ばれ、顔画像の認識等
で使われているものです。複数フレームの情報を用いるこ
とでノイズが軽減され、高精度な認識が可能となります。

3.2　多様な文字画像の認識手法

図１の例からも分かりますが、情景画像中の文字認識を
難しくする要因は解像度の低さだけではなく、文字の多様
性にあります。多様な文字画像を高精度に認識するための
一つの方法は、多様な文字パターンを典型的な文字パター
ンに変換することです。そのために、多重解像度解析６）を
用いたアプローチを提案しています。

多重解像度画像は、元の画像とさまざまな分散のガウス

図２　全方向カメラによるテキスト検出

図４　カメラで取得した画像の例

図３　視線計測装置を用いたテキスト検出
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関数との畳み込みで得ることができます。すなわち、さま
ざまな程度のぼかしを与えた画像群ということになりま
す。図５に例を示します。右の画像ほど分散が大きくぼけ
た画像ということになりますが、分散が大きくなるにつれ
てより大まかな全体の形状を表す画像が得られていること
が分かります。この画像群を解析することで画像処理を行
うことが多重解像度解析です。

図５⒞ の画像を３次元表示したものを図６に示します。
画素の濃度を高さで表現し、俯瞰的に表示しています。こ
の図を地形とみなし、山、谷、尾根といった表現を用いれ
ば、図６中の「尾根」が文字「Ａ」の構造を表しているこ
とが分かります。

提案手法ではまず、元画像をさまざまな分散でぼかした
画像から、この尾根が一番よく抽出できる分散を画素ごと
に選び出し、文字パターンの大局的構造を抽出します。図 
７に例を示します。図７⒜ が元画像です。この画像から
尾根を抽出したものが図７ ⒝ です。画素ごとの処理であ
るためギャップが生じていますが、そのギャップを埋めた
ものが図７⒞ です。最後に骨格を抽出することで図７⒟
のように文字構造を表す画像を得ることができます。この
処理は文字認識の前処理として位置づけられ、得られた大
局的構造を表す文字画像は文字認識アルゴリズムを用いて
精度良く認識することが可能となります７）。

3.3　グラフ表現による文字認識手法

多様な文字パターンに対応できるよう、グラフ表現によ
る文字認識手法を開発しました８）。図７⒟ のような画像が
与えられたとき、まずこれをグラフで表します。すなわち、
端点、交差点、曲率が極大となる点などをノードとし、ノー
ドを結ぶエッジを定義します。これをグラフとみなし、グ
ラフどうしのマッチングにより文字カテゴリを判別しま
す。図８に概念図を示します。まず入力画像からグラフ表
現を得ます。そのグラフと各文字カテゴリの辞書のグラフ
とで、ノードとエッジの最もよい対応を見つけ、その際の
変形コストが最も小さい文字カテゴリを認識結果としま
す。ノイズによるノードやエッジの増加や、かすれによる
途切れの発生等の変形にも柔軟に対応できるようコストを
定義しています。

それぞれの文字カテゴリについて辞書となるグラフを得
るため、さまざまなグラフから代表グラフを構築する方法
を開発しました９）。すなわち、各文字カテゴリについて複
数の文字パターンを収集し、その文字パターンをグラフで
表現し、それらを平均的に表すことのできるグラフを辞書
として用いる訳です。

４．応用

環境中のテキスト検出の応用例として、テキスト検出を
活用する画像伝送法を紹介します。テキストを含む画像や
映像を高圧縮すると小さいテキストの部分はつぶれてしま
い、読めなくなります。そこで、テキストを検出し、テキ
ストの部分を低圧縮で高精細に、それ以外を高圧縮で符号
化することで、テキスト情報が失われずに効率の良い画像
伝送が実現できると考えられます。そこで、２．で紹介し
たテキスト検出の技術を用いて画像伝送システムを構築し
ました。

システムの全体図を図９に示します。送信側（サーバ）
と受信側（クライアント）に分かれ、送信側ではカメラで
取得された画像から文字領域を抽出します。そして、抽出
された文字領域は低圧縮で、全体の領域を縮小して高圧縮
で伝送します。画像の伝送には、画像伝送ソフトウェア10）

を利用しています。受信側では伝送されてきたこれらの画
像を統合し、１枚の画像として表示します。この処理によ

図５　多重解像度画像の例

図７　文字パターンの大局的構造の抽出

⒜

⒜

⒝

⒝

⒞

⒞

⒟

⒟

図６　濃淡画像の３次元表示

図８　グラフマッチングによる認識
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り、文字領域は高精細なまま低レートでの画像伝送が可能
となります。実際の画像での処理結果の例を図10に示しま
す。

５．おわりに

環境中テキストの認識に関する我々の研究室の取り組み
を紹介しました。今後はより高速・高精度な手法の開発を
目指して基礎的な検討を続けるとともに、生活に役立つ応
用先を開拓していく所存です。なお、本稿で紹介した研究
の一部は、総務省の「情報通信ネットワークの耐災害性強
化のための研究開発」（平成23年度一般会計補正予算（第
３号））による委託を受けて実施した研究開発による成果
です。また、研究の一部は、科学技術振興機構CRESTの
補助を受けて実施しました。ここに感謝します。
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大きさと形が揃った機能性微粒子の合成
－粒子形態と組成を微細制御できるウェットプロセスの開発－

東北大学大学院工学研究科
化学工学専攻
教授　今　野　幹　男

１. はじめに：材料を複合化することのメリット

「材料を微小化していくと、材料表面の寄与が次第に大
きくなり、バルク体では見られない特性が現れるようにな
る」という話は、ナノ材料に興味のある方なら一度は耳に
したことがあるかと思う。しかしながら微小化した材料は
一般に不安定で凝集し易く、その特異な性質を維持するこ
とは容易ではない。ナノメートル（nm）～サブマイクロメー
トル（sub-μm）サイズの材料には様々な機能を発現する
ものがあるが、その機能を効率的に、かつ安定に利用する
には、機能成分の分布、すなわち分散または凝集状態を制
御することが極めて重要になる。

当グループでは機能成分を物理的・化学的に安定な材料
と複合化し、かつ機能成分の分散・凝集状態を精密に制御
できるプロセスを検討してきた。これらのプロセスにより
得られる機能性材料の形態は、微粒子や薄膜などが挙げら
れるが、共通するのはナノ・サブマイクロメートルのスケー
ルで複合化状態と化学組成を精密に制御し、目的とする機
能を安定に、かつ効率的に発現させた点にある。

次節からは、微粒子形態の機能性材料の例として、水相
中での重合反応により有機ポリマーと無機材料を複合化し
機能性微粒子を合成した結果を紹介する。

２. 粒径の揃った機能性微粒子の合成

2.1　ソープフリー乳化重合による複合粒子合成

当研究グループでは長年にわたり、ミクロンサイズの単
分散（粒径がよく揃った）ポリマー粒子の合成プロセスに
ついて検討してきた ［1-8］。本プロセスは、水相中での重
合反応を利用した環境適合型のプロセスであり、ポリマー
プロセッシングで多用される有機溶媒を必要としない。ま
た、生成するポリマー粒子を安定化するための高分子分散
剤や界面活性剤も使わないという特徴もある。この特徴か
ら本法は、ソープフリー乳化重合と呼ばれる。市販されて
いる多くのポリマー粒子の表面には、ポリマー粒子の凝集
を抑えるための分散安定剤（前述した高分子分散剤や界面
活性剤）が存在している。しかしながら、表面に分散安定
剤を蓄えたポリマー粒子を機能成分と複合化しようとする
と、粒子表面の分散安定剤が複合化を妨げることがしばし
ば起こる。一方、本研究の開発プロセスで得られるポリマー
粒子は、水中で静電気的に安定化されている。そのためポ
リマー粒子表面は極めて清浄であり、機能成分との複合化

を妨げる化学種が少ない。ポリマー粒子が有する静電気力
を積極的に利用して、機能成分をポリマーと複合化するこ
とも可能である。以下では、異種材料間の静電気的な相互
作用と親和性を制御して作製した複合粒子の合成例を紹介
する。

2.2　無機ナノ粒子を取り込んだ複合粒子の合成

磁性ナノ粒子とポリマーを複合化した「磁性ポリマー粒
子」は細胞分離、DNA抽出、タンパク質精製等に応用可
能な機能性微粒子である。これらの応用では、磁性ポリマー
粒子の高い分散安定性、狭い粒径分布、高い磁場応答性、
磁性成分含有量の高い均一性などの特性が用途に応じて求
められる。ソープフリー乳化重合を磁性ポリマー粒子合成
に適用すると、粒径がよく揃った（単分散性の）磁性ポリ
マー粒子が得られる［9］。この磁性ポリマー粒子合成では、
磁性成分として粒径10nm程度の超常磁性Fe3O4ナノ粒子を
使用した。これは、磁場を作用させない環境での磁性ポリ
マー粒子同士の凝集を避けるためである。ナノ粒子は、ポ
リマーと複合化する前に、重合性官能基（メタクリル基）
を有するシランカップリング剤で表面修飾した。この表面
修飾Fe3O4ナノ粒子の懸濁液を、緩衝液でpH制御したソー
プフリー乳化重合中に連続的に添加した（図１）。ナノ粒
子の連続添加は、生成ポリマー粒子が静電斥力により十分
に分散安定化した後とし、既存ポリマー粒子の分散安定状
態が損なわれないようナノ粒子の懸濁液を連続的に滴下し
た。ここで、pH制御するのは、ポリマー粒子の表面電荷
密度を制御するためであり、設定する重合pHを変えると、

図１　磁性ポリマー粒子合成の概念図
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磁性ポリマー粒子の形態やナノ粒子の取り込み状態が大き
く変化する。図１中の電子顕微鏡像は、本法で合成した磁
性ポリマー粒子の一例である。平均粒子515 nmで単分散性
に優れる磁性ポリマー粒子が得られたことがわかる。飽和
磁化は7.3 emu/gであり、外磁場に対する十分な応答性も
有していた。

2.3　コア-シェル型の複合粒子合成

機能成分とポリマーを複合化する技術は、ナノ粒子だけ
でなく、サブミクロンサイズの様々な芯材料（コア）に適
用することができる。適切なモノマーを選定すれば、ポリ
マーをコアとし、それを別のポリマーで被覆することもで
きる（図２）。無機の
コア粒子を被覆する場
合には、前節の磁性ナ
ノ粒子と同様に、粒子
表面を適切な分子で修
飾すれば、図２に示す
ように無機材料をコア
に、ポリマーをシェル
とするコア-シェル型
の複合粒子が得られる。当研究室では、シリカ粒子をポリ
スチレン（PSt）で被覆したコア-シェル粒子［10］、金-シ
リカ-PStからなる多層コア-シェル粒子［11］、シリカ
-PSt-チタニアからなる多層コア-シェル粒子［12］などの
合成にも成功している。

微粒子をコア-シェル構造とすることの利点として、コ
アとシェルにそれぞれ別の機能を付与できることが挙げら
れる。図３のコア-シェル粒子はその一例である。この粒
子は、磁性ナノ粒子を取り込んだ球状シリカをコア粒子と
し、そのコア粒子を蛍光シェルで被覆した多機能性のコア-
シェル粒子［13］である。コア粒子を蛍光シェルで被覆す
る際にも、ソープフリー乳化重合が利用されている。この

ような手法で合
成した磁性-蛍光
微粒子は、ポリ
マーシェルとの
親和性が高い有
機分子の分離・
検出用担体とし
て利用すること
も可能である。

2.4　非球状複合粒子の合成

微粒子から発現する機能は微粒子形状の影響も受ける。
したがって、機能性微粒子を合成する際には、どのような
形で微粒子を合成するかも重要な要素となる。化学的に架
橋構造を導入したポリマー粒子をコア粒子としたソープフ
リー乳化重合では、図４に示すような雪だるま型やダンベ
ル型のポリマー粒子が得られる。これは、重合によって生

じるポリマー成分が架橋したポリマー粒子と相分離するこ
とで生じる粒子形状である。ポリマーを架橋する分子には
様々なものが知られるが、当研究室では、前述のシランカッ
プリング剤（メタクリル基を有するシランカップリング剤）
を使って単分散なダンベル型粒子や雪だるま型粒子を合成
する新しい手法を開発した［14］。シランカップリング剤
は本来、有機材料と無機材料の親和性を高めるための前処
理剤（表面修飾分子）として利用されることが多いが、本
手法では親水性を高めながら架橋点も導入できる試薬とし
て用いた点に特徴がある。シランカップリング剤を利用し
た生成ポリマーの非球形化は、コア-シェル粒子に対して
適用することも可能であり、図５に示すように、ダンベル
部位の一方に球状の酸化物粒子を内包したダンベル型複合
粒子の合成も可能である。これまでに、シリカ粒子、チタ

ニア粒子、磁性ナノ粒子を内包したシリカ粒子を、それぞ
れダンベル型（または雪だるま型）のポリマー粒子に埋め
込み、単分散なポリマー粒子を合成することに成功した
［15, 16］。ダンベル型複合粒子の分散液にモノマーを加え、
さらにもう一段重合することも可能で、その場合は、図５
に示すように、ロッド型複合粒子が得られる［17］。図６
にその電子顕微鏡像を示す。このロッド型複合粒子の中央
部には、磁場に応答するシリカ粒子が埋め込まれており、
印 加 磁 場 のON/
OFFに よ り、 液
中での粒子集積構
造が大きく変化す
る。例えば、交流
電場（2 MHz,  50 
V/mm）のみを印
加した場合は直鎖

図４　ソープフリー乳化重合を利用した非球状粒子の合成

図５　ソープフリー乳化重合を利用した非球状複合粒子の合成

図２　�ソープフリー乳化重合によるポ
リマーシェル形成

図６　ロッド型複合粒子の電子顕微鏡像

図３　コア-シェル型磁性-蛍光粒子
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構造（図７上段）を形成するが、同条件に磁場も加えると
磁性部位が近接した集積構造（図７下段）を形成するよう
になる。

2.5　表面形態を制御した複合粒子の合成

ソープフリー乳化重合を利用した複合粒子合成では、モ
ノマー濃度を低下させると、図８に示すように酸化物粒子
表面の一部をポリマーで被覆した複合粒子も得られる。酸
化物コアとしてシリカを用いた場合、その体積が生成ポリ
マー（図８の場合、ポリスチレン）より大きい場合は、ラ
ズベリー型の複合粒子が得られ［18］、同程度のポリマー
体積の場合はヤヌス型の複合粒子が得られる［19］。ヤヌ
ス型の複合粒子にはシリカ表面とポリマー表面が共存して
おり、無電解メッキの技術を使ってシリカ表面を選択的に
金で被覆することも可能である。

2.6　複合粒子を鋳型とした中空粒子の合成

前節までに、ソープフリー乳化重合を利用すれば、機能
性複合粒子を様々な形態で合成できることを紹介した。2.1
節でも述べたように本法では単分散性に優れる複合粒子が
得られる。また、その粒子表面に分散安定剤等の残留物が
なく、異種材料との複合化に好適な表面を有するという特
徴もある。これらの特徴を活かし、本研究では複合粒子を
図９のように無機材料（シリカ）で被覆し、その後、内部
のポリマー成分のみを選択的に除去することで単分散な中
空粒子を合成した。このようにして得られた中空粒子をビ

ルディングブロックとして新たな高次構造体を作製するこ
とを狙った。

球状のコア-シェル粒子を鋳型として用いた場合には、
図９A に示すように、無機コアを中空部に内包した球状
の中空シリカ粒子が得られた。一方、非球状粒子を鋳型と
した場合には、同図B の電子顕微鏡像のように無機コアを
内包したダンベル型中空粒子が得られた。このダンベル型
中空粒子には、シリカ粒子だけでなく、チタニア粒子や磁
性ナノ粒子を閉じ込めることに成功している。

また、磁場応答性粒子を埋め込んだ中空粒子（図９A 右
の電子顕微鏡像）を水中において２次元に最密充填させて、
そこに磁場をON/OFFさせたときに得られるコア粒子の光
学顕微鏡像を図10に示す。磁場を印加しない場合、コア粒
子はシリカシェル内をランダム運動（ブラウン運動）して
いた［20］が、この状態のコア粒子に磁場（100mT）を印
加すると、外磁場に応答して近接するコア粒子が互いに引
き付け合い、二量体（Doublet構造）を形成した［21］。

図７　磁場作用下でのロッド型複合粒子の集積状態

図８　酸化物粒子表面の形態制御

図９　複合粒子を鋳型とした中空粒子合成

図10　可逆的構造転移を示す可動コア内包中空粒子



研究プロフィール

SUIRAN 21

３. まとめ

本稿では、ソープフリー乳化重合を利用した複合粒子な
らびに、その複合粒子を鋳型とした中空粒子の合成につい
て紹介した。本手法によって得られる粒子はいずれも単分
散であり、自己組織化現象を利用することで規則配列させ
ることも可能である。このような単分散粒子（ビルディン
グブロック）の組上げによる新しい機能性材料の創製は現
在、コロイド科学の分野でも特に注目されている分野であ
る。本稿で紹介した合成法は、得られる単分散粒子の形態
や化学組成を精密に制御できる手法であり、新しい機能性
材料の開発に今後も大いに貢献する材料創成技術と言え
る。

当研究室ではこのほかにも、無機ナノ粒子を有機ポリ
マー中に高濃度で分散させたナノコンポジット薄膜の作製
プロセスについても検討している。例えば、屈折率 1.9に
迫る耐熱性の高屈折率ナノコンポジット薄膜を作製するこ
とにも成功している［22,  23］。この有機 － 無機ナノコン
ポジット化技術も使って、合成した単分散微粒子を集積・
規則配列させれば、さらなる材料の高機能化が期待できる。
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１. はじめに
ガスアトマイズ法で作製した粉末は比較的広い粒度分布

を持つが、パルス圧力付加オリフィス噴射法（POEM） １）

を用いると非常に粒径の揃った球形粒径粒子を作製するこ
とができる。非常に粒径の揃った粒子は単分散粒子と呼ば
れ、従来の粉末冶金法では作製できない機能性材料や規則
的構造体を作ることが出来る。現在、金属や半導体、金属
ガラス、ポリマー、セラミックスなどの様々な材料系で単
分散粒子を作製でき（図１）、また、粒径数十から数百ミ
クロンまで用途に合わせて幅広く作製可能である。このよ
うに作製された単分散粒子は、BGAボールやマイクロベ
アリング、球状太陽電池、骨代替充填材、３次元規則的シ
ステム化素材､ フォトニック結晶２）などいろいろな分野で
の工業的利用が期待されている。本稿では、単分散球形金
属ガラス粒子３）を一例に選び、その作製事例と精密マイク
ロ粘性流動加工４）による微小な機械部品やセンサーへの応
用について概説する。

２. 単分散球形粒子の作製例
金属ガラスはその特異な構造に起因して種々の優れた特

性を持ち、中でもFe-Co系金属ガラスは優れた機械的特性
と優れた磁気特性をもち合わせている。Feをベースにして
いるため比較的安価に製造できることからその工業的利用
が非常に期待されている。金属ガラスは一般に結晶化の直
前にガラス転移を示し、このガラス転移温度 （Tx） から結
晶化温度 （Tg） までの温度域で優れた粘性流動性を示すた
め、アモルファス構造を維持したまま大きな加工率で成形
加工することができる５）。最近、この成形加工性に加え転
写性に優れることからMEMSなどの微小部品への応用が注
目されている。著者らは、金属ガラスの新しい加工プロセ
スとして、まず所望の粒子径に正確に体積制御された単分

散球形金属ガラス粒子を作製し、次に１個の粒子を精密な
マイクロ金型を用いて粘性流動加工することによって１つ
の微小機械要素を作製する方法を提案した３）。この節では、
単分散球形粒子の作製方法とFe-Co系の単分散球形粒子の
作製例について紹介する。

2-1�パルス圧力付加オリフィス噴射法（POEM）
POEMの模式図１）を図２に示す。このPOEM装置は坩堝・

オリフィス・ロッド・圧電アクチュエータ・高周波加熱部
などからなる融滴噴射部と融滴を冷却凝固させる落下管、
および試料回収室から構成される。ロッドを圧電アクチュ
エータで高速で押し下げ融滴をオリフィスから突出させる
方法であり、１回の動作（１パルス）で１個の融滴をオリ
フィスから噴射させる。図の中央部にあるオリフィスから
噴射される液滴の体積は常に等しくなるために作製される
粒径は等しく、落下中に冷却凝固されるために自身の表面
張力により高真球度の粒子が作製される。また粒径はオリ
フィスの径及びアクチュエータの印加波形により任意の寸
法に制御が可能である。またアクチュエータの振動周波数
の上昇により効率よく作製することができる。さらに、無
容器凝固・無重力環境を達成しているために核発生頻度自
体を抑制でき、金属ガラスの形成としては理想的な環境で
あるといえる。

2-2�Fe-Co系単分散金属ガラス粒子の作製
パルス圧力付加オリフィス噴射法（POEM）で作製した

［（Fe0.5Co0.5） 0.75Si0.05B0.2］ 96Nb4 合金粒子のSEM観察写真の一
例を図３に示す。

非常によく粒径のそろった球状粒子で、粒子の表面状態
は非常になめらかであり結晶相と思われる局所的な凹状組
織は確認されない。粒度分布測定から平均粒径566μmで

機能性単分散球形粒子の作製と応用

東北大学大学院工学研究科
材料システム工学専攻
教授　川　崎　　　亮

図１　単分散粒子の作製例

図２　POEM法の模式図
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標準偏差1.86の単分散粒子が作製されたことがわかった。
XRDパターンがアモルファス相特有のブロードなパター
ンであり、さらにTEMを用いて粒子内部の複数の点で電
子線回折を測定した結果、何れの点においても微細な結晶
相も析出していないことを示すハローパターンであること
を確認した。すなわち、作製した粒子は、［（Fe0.5Co0.5）  0.75 

 Si0.05B0.2］ 96Nb ４単相の単分散金属ガラス粒子である。図４
から815.0 Kでガラス転移に伴なう吸熱変化を示した後に
865.0 Kで結晶化による発熱が起きている。これから算出
される過冷却液体領域はΔTx＝50 Kであり、バルク金属ガ
ラス６）の文献値ともほぼ一致していることから、同等のア
モルファス状態が微小粒子内に実現されていると考えられ
る。図５は、様々な温度で等温DSC熱分析を行い結晶化に
伴う発熱ピークの出現までの時間（潜伏時間）を測定しプ
ロットしたもので、［（Fe0.5Co0.5） 0.75Si0.05B0.2］ 96Nb4単分散金
属ガラス粒子の結晶化のTTT曲線を表している。作成した
TTT曲線からガラス転移温度 （Tx） 付近で約100秒程度、
結晶化温度 （Tg） 付近で約1000秒程度の結晶化の潜伏時間
がある。

Fe-Co系金属ガラスは、Pd系やZr系金属ガラスと比較し
てガラス形成能が小さく、また熱的安定性も低いので結晶
化の潜伏時間がかなり短いが、この時間内であれば各温度

条件で等温保持を行ってもガラス構造を維持した状態を保
ことが出来る。すなわち、粘性流動加工することができる。

３. １個の球形粒子を用いた粘性率測定法
円柱バルク材の圧縮試験法や高速加熱圧子貫入法では熱

的安定性が低いFe-Co系などの金属ガラスの粘性率を測定
することが難しい。そこで、パルス圧力付加オリフィス噴
射法により作製した直径数百μmのFe 系微小球形金属ガ
ラス粒子を用いて、その１個の粒子を過冷却液体温度域で
圧縮変形し、その粘性流動変形挙動から粘性率を求める方
法を提案した４）。この方法は、直径数百μmの球形粒子が
作製できれば、熱的安定性やガラス形成能にかかわらずど
のような金属ガラスでも粘性率を測定できる。

Arztら７）の焼結緻密化モデルとKaysserら８）が導いた幾
何学的関係から、粘性率は次式で表せる４）

  ⑴

  ⑵

  ⑶

図６に示すように、x’ はパンチ面と粒子間の接触面半径、
dh/dtは圧縮速度、fspは圧縮荷重、2R0は初期粒径、2hは粒
子の垂直方向への圧縮変位量である。

単粒子圧縮試験をクロスヘッド速度一定として行うと圧
縮速度dh/dtは一定となる。接触面半径x’は⑵ 式、⑶ 式
により初期粒径2R0と圧縮変位2hから求められる。したがっ
て、圧縮変位2h とそれに対する圧縮荷重fspを測定し、
⑴ 式にそれらを代入することで粘性率を求めることがで
きる。

一例として、粒径2R0=966μmのPd42.5Cu30Ni7.5P20金属ガ
ラス粒子を、試験温度578 K、圧縮速度dh/dt=30μm/
min で単粒子圧縮試験を行った。図７⒜は圧縮荷重fsp-h/R0

曲線である。図７⒝は、h/R0 に対する圧縮荷重 fspと、
⑵ 式と⑶ 式より計算される接触面半径 x’ から、⑴ 式を用
いて粘性率を計算し、h/R0 に対してプロットしたものであ
る。h/R0が0.05 ～ 0.15の範囲においてほぼ一定値を示し
ている。従って、h/R0 が0.05 ～ 0.15の範囲における平均
の粘性率（η=3.5×109 Pa・s）としてPd42.5Cu30Ni7.5P20 金
属ガラスの578 Kにおける粘性率を求めることができる。
図８⒜ は、試験温度を変えて測定した粘性率の結果であ

図３　単分散球形金属ガラス粒子

図４　DSC曲線

図６　単粒子圧縮試験法

図５　結晶化の潜伏時間（TTT曲線）
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る。試験温度が568 Kから603 Kまで上昇するにつれて粘
性率の値が単調に減少していること、データのばらつきも
少なく、108 ～ 1010Pa・sの粘性率が精度よく求められて
いることが分かる。図中の実線はVogel-Fulcher-Tammann

（VFT）フィッティング曲線である。
一方、粘性率が1012 Pa・sとなる時の温度が、材料特性

としてのガラス転移温度Tg
*と定義されている。Angell ら

はこのガラス転移温度Tg
*を用いて様々なガラス材料の粘

性率の測定結果を一つの図上に載せ（Angell plot）、異な
るガラス転移温度を示す各ガラス材料の粘性率の温度依存
性を比較検討することができることを提唱した９）。図８
⒜ のVFTフィッティングの外挿から粘性率が1012 Pa・sと
なるガラス転移温度を求めるとTg

*=549 K となる。この値
を 利 用 し て、 図 ８ ⒝ にPd42.5Cu30Ni7.5P20金 属 ガ ラ ス の
Angell plot を示す。同図に示される曲線は、Kato らが円
柱バルク材の圧縮により求めた同組成金属ガラスの粘性率
の温度依存性を示したものである10）。単粒子圧縮試験法に
より測定した粘性率の温度依存性のばらつきが非常に少な
いこと、Katoらが報告した粘性率の温度依存性とほぼ一致
することから、著者らが提案した粘性率測定法は妥当であ
ることが明らかになった。

以上の結果を基に、単粒子圧縮試験によって［（Fe0.5Co0.5） 0.75 

Si0.05B0.2］ 96Nb4 金属ガラスの粘性率を測定した。［（Fe0.5Co0.5） 0.75 

Si0.05B0.2］ 96Nb4 金属ガラスの粒径は、2R0 =566 μm、圧縮速
度dh/dt=30μm/min である。820-850Kの範囲の温度で測
定した粘性率を測定し、VFT フィッティングの外挿から
粘性率が1012 Pa・s となるガラス転移温度Tg

*を求めると
Tg

*=788 Kとなり、その値を用いて図９にAngell plot を示
す。三角で示したプロットが単粒子圧縮試験により求めた

［（Fe0.5Co0.5） 0.75Si0.05B0.2］ 96 Nb4金属ガラスの粘性率の温度依
存性を示している。

図９から、［（Fe0.5Co0.5） 0.75Si0.05 B0.2］ 96Nb4は、様々な金属
ガラスの中で最もStrong な液体挙動を示すことが明らか

となった。これは、個々の局所構造同士のネットワーク構
造に起因した強固な結合に由来するものと考えられる。一
方、Pd42.5Cu30Ni7.5P20金属ガラスは最もFragile な液体挙動
を示し、Zr46.75Ti8.25Cu7.5Ni10Be27.5はややStrong な液体挙動
を示すことが分かる。

以上から、Fe系金属ガラスはStrongであり、Pd系金属
ガラスが１x106Pa・s程度まで粘性率を低下できるのに対
してFe系金属ガラスは１x1010 Pa・sが結晶化を生じない
限度である。したがって、粘性率が高いため粘性流動加工
には大きな負荷応力が必要である。また、熱的安定性が低
いため、TTT曲線（図５）に示したように短時間で加工し
なければならない。

４. １個の球形粒子のマイクロ粘性流動加工
粒径おおよそ500 μmの［（Fe0.5Co0.5） 0.75Si0.05B0.2］ 96Nb4単

分散球形金属ガラス粒子の作製、熱的安定性や粘性係数な
どを前節に示した。そこで、１個の単分散球形金属ガラス
粒子を過冷却液体温度範囲でマイクロ粘性流動加工により
１個の精密な微小機械要素を試作した例を示す。

図10に９枚歯ギア形状を有する高精度マイクロ金型の外
観を示す。内径500μm、外形700μmであり、ステライト
材を直径50μmのワイヤーを用いて精密放電加工したもの
である。

この高精度マイクロ金型を用いて試験温度838 K、圧縮
速度160μm/min 、加工時間おおよそ３minの条件でマイク
ロ粘性流動加工を行った。これは過冷却液体温度範囲で結
晶化の潜伏期間内に加工を終了できる条件である。得られ
た荷重-変位曲線を図11に示す。マイクロ粘性流動加工終
了時の最高荷重はおおよそ680 N にまで達しており、応力
に換算すると約１GPaに相当する。作製した９枚歯のマイ

図７　⒜�荷重-h/R0曲線、⒝�粘性率とh/R0の関係�

図９　Fe系金属ガラスのAngell�plot

図８　⒜�粘性率の温度依存性、⒝�Pd系金属ガラスのAngell�plot

図10　精密マイクロ金型（ダイとパンチ）
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クロギアは歯先がわずかに丸いものの、ほぼ金型を充填し
ていることが確認できる。図12は、作製した［（Fe0.5Co0.5） 0.75 

Si0.05B0.2］ 96Nb4マイクロギアの歯先部分における透過電子
顕微鏡織観写真である。結晶相に相当するコントラストは
見受けられず、また電子線回折パターンがいずれもアモル
ファス構造特有のブロードパターンを示ており、アモル
ファス単相を維持していることがわかる。また、成形加工
前 後 に お け る ビ ッ カ ー ス 硬 さ は そ れ ぞ れHv=1116、
Hv=1125 となりほぼ同じ硬さを示していることが分かっ
た。以上から、［（Fe0.5Co0.5） 0.75Si0.05B0.2］ 96Nb4金属ガラスマ
イクロギアは、アモルファス単相を維持していおり、ビッ
カース硬さが成形加工前後でほぼ同じであることから、

［（Fe0.5Co0.5） 0.75Si0.05B0.2］ 96Nb4金属ガラスが本来有する高強
度特性を損ねることなく、マイクロギアに精密に粘性流動
加工できることを明らかにした11）。

５. まとめと将来性
先端精密機器の高機能化、小型化といった昨今の技術進

歩は著しく、マイクロモータの適用がこれらの精密機器の
様々な駆動源として検討されている。ギアヘッドを小型化
するためには、高強度ギア材料の開発が必要不可欠である。
炭素工具鋼及びZr系、Cu 系、Ni 系金属ガラスを用いて作
製されたマイクロギアの耐久性結果を図13に示す12）。金属
ガラスで作製されたマイクロギアの耐久性は、炭素工具鋼
と比較していずれも高く、Fe 系金属ガラスマイクロギア
の耐久性は、他をはるかに凌ぐことが予想される。ガラス
形成能や熱的安定性の低さを克服し、単分散球形粒子のマ
イクロ粘性流動加工によってFe-Co系金属ガラスマイクロ
ギアが作製可能となれば、経済性の面で優れるのみならず、
高強度、高硬度、高耐久性、優れた軟磁気特性といった高
機能特性をも兼ね備えた、これまでにない高機能性マイク
ロギアが作製されることになる。また、その他様々な微小
平板や微小機械要素の作製など広範囲な工業的応用が期待
できる。
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１．はじめに

2011年東日本大震災は、東北大学が位置する宮城県をは
じめとする東北地方に未だ癒えぬ大きな傷跡を残しまし
た。これからも首都圏直下地震や東海・東南海・南海地震
など日本各地で大地震の発生が危惧されています。世界有
数の地震国である我が国では、建築物をはじめとする社会
基盤施設を地震に対して強くして、災害を防止するという
ことは、社会機能が複雑化・高度化するなかで、極めて重
要なことです。

筆者は、鉄筋コンクリート造（RC造）建物を中心とし
た耐震建築や地震工学を専門としており、様々な研究を
行っています。本稿では、それらの中で代表的な研究につ
いて概要を紹介します。

２．地震による建物の被害

1995年に発生した阪神淡路大震災では、1981年以前の
古い耐震基準（建築基準法）により設計された建物を中心
に、倒壊や大破する被害（写真１）が多数発生し、多くの
人命が失われました１）。阪神淡路大震災による被害を契機
に、「耐震改修促進法」が制定され、旧耐震基準による建
物の耐震診断・耐震改修が義務付けられ、学校や庁舎など
の公共施設を中心に全国的に実施されてきました。その結
果、耐震改修された建物の多くは、2011年東日本大震災な
どの近年の大地震でも倒壊は免れました。しかしながら、
一方で倒壊は免れたものの、構造体に大きな被害が生じて
補修・補強による復旧ができなかった建物（写真２）や、
天井の落下（写真３）や非構造部材と呼ばれる部分に被害
が生じた例（写真４）等、新しい被害形態が見られるよう

になってきました２）。写真２は東北大学工学部の建物で、
耐震改修がされていましたが、柱が大破して改築を余儀な
くされました。

鉄筋コンクリート造建築物の耐震性能評価
－地震に強い都市・建築を目指して－

東北大学大学院工学研究科
都市・建築学専攻
教授　前　田　匡　樹

写真１　阪神淡路大震災で倒壊したRC造建物

写真２　柱が大破した建物（東日本大震災）

写真４　非構造壁が大破した集合住宅（東日本大震災）

写真３　天井が大規模に落下した体育館（東日本大震災）
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３．被災度判定法の開発

地震で被害を受けた建物を速やかに復旧するためには、
被害の程度をできるだけ精確に評価することが必要です。
筆者は1995年阪神淡路大震災の後から、建物の被害の程度
を数値で評価して、被災度（軽微、小破、中破、大破、倒
壊の５段階）を判定する手法について研究を行ってきまし
た。図１は、建築物の復旧の一般的なフローを示していま
す。筆者の研究では、被災前後の建物の耐震性能の比であ
る耐震性能残存率Rという新しい指標を開発し、Rに基づ
いて被災度を判定することを提案しました３）。

R =
被災後の耐震性能

×100 （%）
被災前の耐震性能

地震で被災する前の建物の耐震性能は、現行の建築基準
法で規定されている計算方法や耐震診断で規定されている
方法で計算することができますが、地震により損傷が生じ
た柱や梁、耐力壁などの構造部材の性能（耐力と変形能力）
を評価するために、部材の実験や解析モデルの開発を行い
ました。鉄筋コンクリート造建物の構造部材の耐力と変形
の関係は図２のようにモデル化でき、それぞれの変形のレ
ベルに応じて、損傷の程度をⅠ～Ⅴの５段階に分類します。
図３に示すグラフは、部材に作用する荷重（せん断力）と
変形の関係を簡略化したものです。力×変形＝エネルギー
なので、荷重と変形の曲線が囲む面積は地震により建物（あ
るいは部材）に入力されるエネルギーを吸収する能力に相
当します。例えば、損傷度Ⅱに相当する変形が生じた部材
では、Ed に相当する部分の面積が既に消費され、Er に相
当する部分の面積が残存するエネルギーであると考えま
す。この Ed と Er から、耐震性能低減係数ηを以下の式で
計算をします。

　　 

具体的な耐震性能低減係数ηの数値は、様々な構造部材
の実験を行って定量化しました。このηを用いて耐震性能
残存率 Rを阪神淡路大震災や東日本大震災で被災したRC
造建物に適用した結果を図４に示します。このような検討
の結果から、耐震性能残存率 Rを用いた定量的な被災度の
判定の有効性が示され、筆者が提案したこの手法は、㈶日
本建築防災協会の「震災建築物の被災度区分判定基準」 ４）

に採用され、現在の地震災害における被災度の判定の標準
的方法として全国で広く用いられています。この基準にお
ける残存率 Rによる各被災度の判定は、以下のように区分
することになっています。　

　　［軽微］　　R≧95 （%）
　　［小破］　　80≦R＜95 （%）
　　［中破］　　60≦R＜80 （%） 
　　［大破］　　R＜60 （%）
　　［倒壊］　　R≒０

図１　建築物の震災復旧の一般的な流れ

図２　鉄筋コンクリート部材の荷重―変形関係と損傷度

図３　部材のエネルギー吸収能力と耐震性能低減係数
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４．新しい耐震性能評価法の開発

建物の耐震性能に関して、次世代型の評価法の開発に関
する研究も行っています。地震に対して建築構造物が保有
すべき性能としては、地震の力に耐え倒壊を防止し人命を
守るための終局安全性が最も重要な性能であると考えられ
ています。前述のように耐震改修促進法に基づく耐震診断・
耐震改修の結果、多くの建物は近年の大地震でも倒壊は免
れ、建物の倒壊による人的被害は少なくなりました。一方、
構造体や非構造部材の損傷、天井の落下などで、地震後に
建物が使用できない事例、補修・補強による復旧に多大な
時間と費用が発生した事例、また、以上のようなことから
復旧を断念し改築を余儀なくされた事例など、新しい問題
も生じるようになってきました。

このような背景から、より新しい性能評価法の開発研究
に取り組んでいます５）, ６）, ７）。この研究では、被災した建
物の① 修復性能と、② 終局安全性能を対象としています。
図５に示す曲線のように、建物に地震などの力が作用する
と変形し、ひび割れなどが発生すると徐々に力が低下して
最終的に破壊します。① 修復性能は、地震で被災した建物
の修復のしやすさを表す指標です。前に述べたように、倒
壊を防止することは最も重要ですが、それだけで十分とい
う訳ではなく、地震後にも建物がすぐ使用できること、あ
るいは、速やかに復旧できることも、被災者や被災地域の
全体の復旧・復興にとって極めて重要なことです。しかし
ながら、現在の建物の設計では、これらのことを適切に評
価しているとは言えません。そこで、建物を復旧するのに
要する費用や時間などを正確に評価できる手法を開発する
ための研究を行っています。具体的には、建物全体の挙動
の解析に基づいて柱や梁などの部材に発生するひび割れな
どの損傷を評価して修復費用を算出したり、非構造部材の
破壊確率をモデル化（フラジリティ曲線）することで、損
傷を表す指標を求め、修復可能な限界の状態を評価できる
ようにすることを目指しています。

また、② 安全性能は、地震などの外力に対する抵抗（強
さ）を表す指標です。図５に示した力と変形の関係の曲線

のように、建物は除々に壊れ始めて強度が下がり、最終的
に倒壊することになります。ここで、建物が本当に倒壊す
るギリギリの限界の状態が倒壊限界なのですが、壊れ始め
た建物がどのように壊れていき、どのように倒壊するかに
ついては、その現象にも解明されていない点が多く解析も
難しいので、現在の設計では、強度があまり低下しておら
ず、真の倒壊限界よりもかなり変形が小さい点を便宜的に
安全限界状態として設定しています。これは、余裕度を確
保するという意味では良いことですが、過度に安全な建物
を設計している可能性もあり、より合理的な設計のために
は、精確な限界状態の評価法が必要です。そこで、柱が崩
壊して縮んでいく過程（鉛直抵抗機構）や、水平力により
崩壊する機構をモデル化して解析するモデルを開発して、
真の倒壊限界状態を評価することを目指しています。

最終的には図６に示すように、修復限界・安全限界に基
づいた修復性指標、安全性指標を開発し次世代型の耐震性
能評価法の提案へと研究を続けていきたいと考えていま
す。

図４　被災RC造建物の残存耐震性能率Rと被災度の関係

図５　修復限界と安全限界



研究プロフィール

SUIRAN 29

５．終わりに

「地震工学は経験工学である」とよく言われています。
関東大震災、阪神淡路大震災、東日本大震災などが発生す
るたびに我々は災害からの教訓を学び、災害を減らすため
の研究・開発・対策を行ってきました。しかしながら、写
真５に示すように、東日本大震災の津波による被害のよう
に、予想を超える被害が発生することがあります。日本の
みならず世界は地震の活動期に差し掛かっていると言われ
ています。今後発生する地震による災害を少しでも減らせ
るように、今後も研究に精進していきたいと考えています。
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はじめに
東北大学（流体科学研究所＆未来科学技術共同研究セン

ター）において40年超にわたる我が研究を振り返ると、得
られた成果が実用化につながる可能性のある分野は、航空
分野、自動車分野、船舶分野、エネルギー分野と多義に渡
るが、一貫してエネルギー問題に関連した基礎および応用
の研究を続けていた。一番長く研究した分野は、流体工学
で、特に層流境界層の乱流遷移現象の解明と制御に関する
もの。大型航空機の後退翼表面の乱流境界層を層流化でき
れば、最大25％の摩擦抵抗低減につながり、当時としては
極めて魅力的な技術であった。境界層制御技術は、航空機
の燃費向上に関する有用な基礎研究であるが、残念ながら
実際には航空機への応用はなされなかった。我が国に航空
機製造企業が殆ど存在していないことが最大の要因であ
る。空の規制が強すぎて日本から優秀な航空機が生まれる
ことは殆ど期待できない現実がある。何とか空の抜本的規
制緩和が求められるところである。

しかし地上の高速輸送システムである新幹線の高速化技
術分野では、部分的にではあるが、実用化分野での貢献が
できた。JR東海の最初の“のぞみ”（300系新幹線）の先
頭形状の最適化や低騒音化、そして低騒音パンタグラフ装
置（JR東日本のはやて車両のパンタグラフ装置）などへ
の応用は今でも実際に走行している車両を見るたびに少な
からず喜びを感じてしまう。当時は、JR各社とも競って
試験車両を開発、高速化プロジェクトを推進していた。JR
東日本ではSTAR21で425㎞ /hを達成、JR西日本では
WIN350で、そしてJR東海では実に残念だが300系のぞみ
は既に退役している。

地球環境問題（温暖化＆放射能問題）が深刻になり始め
るずっと以前から、人類のエネルギー大量消費には吐き気
さえ覚えるほど問題視していて、総量規制の必要性を感じ、
総量規制値を上限に様々な機器やシステムは驚くほど少な
い燃料で機能するものへと移行しなければならないと思
い、自分の分野で出来る事をやってきた。しかし、機器や
システムが省エネタイプに移行すればするほどその数が増
え、消費燃料の総量は益々増えるばかりで、どうしたら良
いかの回答を得られないまま、つい最近まで悩み続けてい
た。そして、地球温暖化問題を受けて我が国が原発へと大
舵を切るずっと前から原発の危険性に気付き、出来る範囲
での反対行動を行ってきている。

このような研究分野の人間が今なぜマグネシウム燃料発
電装置開発を行っているのか？ 良く聞かれる質問である。

その理由としては、現在の燃料（化石燃料＆原子力燃料）
は何れ30年～ 50年で経済的に枯渇する、という情報を耳
にしたからである。５年ほど前に某自動車会社勤務の上級
技術者として勤務していた先輩の言葉で目からうろこが落
ちた。燃料が枯渇すると一番困るのは石油会社でも電力会
社でもなく、何を隠そう自動車メーカーである”、“枯渇を
視野に、今後確実に依存できる一次エネルギーは砂漠の太
陽エネルギーしかなく、現在海外の大学と共同で研究開発
を推進している”というのだ。彼が示した燃料耕作の場は
砂漠しかない、というのだ。図１にサンベルト地帯と呼ば
れる赤道付近の太陽エネルギー密度分布図を示した。この

マグネシウム・ソレイユプロジェクト

東北大学
未来科学技術共同研究センター
名誉教授　小　濱　泰　昭

図１．サンベルト地帯と地球大気流動における中緯度高気圧帯
　　　（Hadley循環により中緯度高気圧帯外縁に砂漠地帯が生じる）

６つの黒点総面積640㎞四方面積となり、変換効率９％の太陽光発電
で世界の全発電量を賄える計算
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ような地帯が出来る理由は、別図にあるように地球流体力
学の立場から、ハドレー循環と呼ばれる大規模な対流セル
構造が発生するからである。赤道上で熱せられた大気が上
昇と同時に大量の雨を降らせる。その大気は上空で南北に
分かれ、中緯度付近に下降気流として降りてくる。乾燥大
気であるために毎日晴れで雨が降らない。結果として砂漠
になる。脱化石、脱ウランを可能にする安定的かつ豊富な
一次エネルギーは砂漠の太陽光以外あり得ないことを教え
てくれた。私なりに調べた結果、EU諸国は既にサハラ砂
漠に巨大な太陽熱発電システム（パラボラトラフ式）を建
設中であること、更にEU諸国全体にメガグリッドを張り
巡らせ、地域ごとに特化した再生可能発電（太陽熱、水力、
風力、潮力、波力など）装置を全体として網羅する発電網
をデザーテック財団主導で推進していた。名前からしてい
かにも砂漠の太陽エネルギーを本格的に実用エネルギーに
するぞ、という意気込みが感じられる組織だったエネル
ギープロジェクトである。東京電力福島第一原子力発電所
の爆発事故を受けて即座にドイツのメルケル首相（物理学
者）が“脱原発”を明言出来た裏には、この構想が既に有
り、着々と進んでいたからということも後で知り驚いた次
第である。しかし、この構想をそのまま我が国に持ち込む
ことは不可能であることも知った。一番近い砂漠（オース
トラリア北西部）から6000㎞も離れている我が国は同じ方
法を採用することができない。設備コスト、送電損失、維
持コストなどで実現不可能という結論しか出てこない。ど
うしたものか悩んだ末に閃いたのが、マグネシウムを太陽

“熱”で還元、消費国に持ち帰って発電物質として使うと
いうアイディア“マグネシウム・ソレイユ プロジェクト”
であった。その概要を以下に示す。

大型渡り鳥（ワンダーフォーゲル）に学んだ超省エネルギー
型陸上高速輸送システム“エアロトレイン”研究開発から
突然閃いた燃料耕作型社会構想

1987年にドイツから帰国して発案した陸上の高速輸送
システムGETS（Ground Effect Transport System）⑴－⑷、
通称“エアロトレイン”をしつこく25年以上も研究開発し
てきたが、NEDOプロジェクト（エネルギー使用合理化技
術 先導研究フェーズ）で３号機ART003を開発した。図２
にイメージスケッチと三号機の機体を示す。自動車を含め
て、移動体の燃費を抜本的に改善するには二つのことをや
れば良い。勿論エンジンなどの推進装置そのものの効率が
良いことが大前提であるが、この二つのことを確実にやら
ないと抜本的燃費改善は絶対にできない。逆に言えば、こ
の二つを確実にやれば抜本的燃費向上は必ずできる。それ
は①徹底軽量化、②空気抵抗の徹底低減である。ソーラー
カーレースやバッテリーカーレース（通称エコノムーヴ）
ではこれらを最優先課題として対処、結果として5000㎞ /
l（菅生のコースの場合、高低差90ｍ、一周3.7㎞で平均速
度50㎞ /h超で達成）超という驚きの燃費をたたき出して
いる。我々のエアロトレインの場合は、①に関しては地球
上最軽量の金属であるマグネシウムを採用、②に関しては
地面効果（基本原理は、渡り鳥に学んだ移動手段）を採用
して対応した。その結果、2011年２月には見事目標とした

２人乗りで、200㎞ /hを35kCal/人/kmを達成できた。こ
の値は実際に有人で浮上走行して測定した実測値であり説
得力がある。既存のシステムと比較すると、新幹線の半分
以下、リニアの五分の一以下という優れた値であった。

マグネシウムという軽量金属は大気中で燃えやすく、構
造化（溶接接合）が困難である問題があったが、プロジェ
クトの仲間（九州産総研）が20年かけて実質燃えない難燃
性マグネシウム（商品名“ノコマロイ”）を開発、ART003
号機の構造材料に使用することができた。お陰でプロジェ
クトは成功裏に終了することができた。アルミニウムの
40％も軽い金属材料であるマグネシウム合金を採用した成
果である。

プロジェクトの最終段階頃で何とか目的を達成できる見
込みが見えてきた頃、心と頭に余裕ができ、色々次のプロ
ジェクトを考え始めていた。ある時ふっと閃いたのが、九
州産総研で生まれた（坂本満氏がリーダー）この難燃性マ
グネシウム合金は発電物質としての性能はどうだろうか？
という疑問だった。大気中で燃えにくくなったマグネシウ
ム合金（602系）なので、想像するに発電性能も低下して
いるかもしれない。燃えにくくなった性質は電池としても
反応が鈍くなったと想像できる。しかし、へそ曲がりの私
は、やってみないと分からないという認識でスタッフに相
談したら早速基礎実験をしてくれた。その結果、純マグネ
シウムでは数時間しか持たない（電解液に溶けて無くなっ
てしまう）のに、海水に対して３週間以上も溶けないで発
電し続けたのだ！　良く考えると理にかなっている。空気
中の酸素と反応しにくくなった性質は、電解液としての塩
水内でも溶けにくくなったが、マグネシウムの発電性能は

アメリカのインターステーツハイウエー上空間利用の大陸横断タイプ
（500㎞ /h、360人乗り、３両編成：ガイドウエー屋根はPV、風車も設置）

図２．エアロトレインの完成イメージスケッチとNEDOで開発された
　　　（難燃性マグネシウム合金製超軽量機体ART003号機）
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そのまま維持されていた結果である。後で分析すれば、イ
オン化傾向に強く関連した成果と判断できる。

この結果を某電池メーカーに持ち込み、是非共同研究を
しませんか？ と提案した。しかし、担当者は既にマグネ
シウム海水電池は製品化済みであり、実用電池としては使
えませんという意見を述べた。騙されたと思って使ってみ
てほしい、とマグネシウムプレートを渡してお願いした。
それから数週間後、担当部長と担当者は真面目な目で戻っ
てきて共同研究を開始、現在に至っている。

マグネシウム燃料発電装置
図３が某電池メーカー主導で試作されたマグネシウム燃

料発電セルである。発電性能は1.5V、60Ahという素晴ら
しいものだった。５セル直列接続（マグネシウムプレート
５枚の総重量は約150ｇ）で13.5Vおよそ500Whを発電し
てくれる。発電性能の限界を決めるのは空気極面積であり、
自然換気状態の場合この性能を発揮する。マグネシウムと
Liの重さ比較で換算するとおよそ10倍もの能力を出してく
れる。装置全体で比較するとおよそ４倍の性能となる。既
にマグネシウムの理論効率の70％の出力を達成している。

私は電池の専門家ではなく、門前の小僧教を読む的な知
識で悪戦苦闘している。その結果学んだのだが、マグネシ
ウムを燃料とする発電方式には電気化学的には二つが存在
するらしい。一つはマグネシウム－水発電、もう一つはマ
グネシウム－空気（酸素）発電である。前者は製品分類で
はマグネシウム－海水電池とも呼ばれる。空気極を最適に
設計、プラス極として構成すると空気中の酸素が拡散で電
解液中に侵入してイオン化、マグネシウムイオンMg＋2と
電気化学的に反応して電子が流れて発電する。これに対し
て、空気極が無い場合は、水のOH－イオンと反応して水素
を発生させながら電子が流れ発電する。効率的には空気中
の酸素との反応の方が優先されるらしく、規定通りの電気
的負荷を与えている限りは殆ど水素は発生しない。

これまでマグネシウムが発電物質として実用的に使われ
なかった理由の一つとして、活性物質であるために、電解
液に激しく溶ける性質があった。電解液としては、アルカ
リ系、中性系（塩水）、酸性系がある。これまでの開発では、
中性系、酸性系では激しく溶けて使えず、アルカリ系では
酸化被膜が表面に生じて起電力低下により発電を停止する

という問題が存在した。今回我々が開発して発電装置は、中
性電解液中で殆ど溶けなくなった性質がポイントと考えら
れる。即ち、空気中の酸素と反応する性質をカルシウム添
加することで抑制した結果、中性電解液中でも溶けにくく
なったという点である。負荷を課さない状態で電解液を注
入すれば、およそ１カ月は電極として健全さを保っている。

当初“燃料電池”と呼びたかったがしばらくの間悩んで
いた。古くから開発されてきている燃料電池は基本気体で
ある“水素”を燃料とする発電装置であり、燃料電池と言
えば当然燃料は水素以外ありえない。そんな訳で、すみ分
けが必要なのだ。一方、従来から金属－空気電池と呼ばれ
る分野も有り、某電池メーカーは“マグネシウム－空気電
池”と呼んでいた。一般社会では“電池”という名前が付
くとLi二次電池と混同してしまう。我々が開発したものは
電池ではなく発電装置（一次電池とも呼ばれる）なのであ
る。二次電池に間違えられると、充電出来ないことがマイ
ナス要因になってしまう。結果として私は “マグネシウム
燃料発電装置”と呼ぶことにしている。そうすることでマ
グネシウム（固体人工燃料）は、ガソリン（液体天然燃料）
やガス（気体天然燃料）、そして水素（気体人工燃料）な
どと同じ燃料であることを理解してもらえる。

石炭や石油、天然ガスなどは燃やして熱エネルギーに変
換すれば、水と炭酸ガスになり、再生は基本できない。植
物にお願いして炭水化物に戻してもらうしかない。気が遠
くなる程の効率の悪さと20年という長い長い時間を要す
る。雑木林はおよそ20年スパンで伐採されているらしい。
水を強引に電力（人工燃料の一種）で分解して水素に戻す
ことも可能であるが、人工エネルギである電力は元の燃料
から作り出す際におよそ三分の一に目減りしている。経済
効率向上が困難なのだ。電気を作るのに電気を使用するの
は合理性に欠ける。

ところが、マグネシウムは“熱エネルギー”で還元でき
る物質なのだ。発電後水酸化マグネシウムとしてセル内に
残るが、これを熱エネルギーのみで処理すれば元の発電物
質であるマグネシウムに還元できる。正に再生可能な燃料
なのである。砂漠地帯の豊富な太陽エネルギー（熱エネル
ギーとして利用するのが効率最善）で処理して消費地に運
搬、直接発電物質として再利用すれば、限られた量のマグ
ネシウムで足りる。１日50万トンあれば原発54基の発電量
を賄える計算である。太陽エネルギーを利用してマグネシ
ウムを還元する太陽炉のイメージスケッチを図４に示し
た。丁度パラボラ望遠鏡みたいな形状であるが、東北大学
の三条町にかつて存在した10ｍ型太陽炉（旧科学計測研究
所所有）を参考に開発した。エアロトレインも含め、エネ
ルギー関連の私の考えは参考資料にまとめている。（5, ６） 太
陽光から高温熱エネルギーを取り出す方式には幾つか存在
している。パラボラトラフ式（400℃前後）、タワー式（900℃
前後）、ビームダウン式（900℃前後）、ディッシュ式（1200℃
前後）など。これ以外に東工大が提唱している太陽光励起
レーザー光（20000℃超と言われる）方式も提唱されてい
るが、マグネシウム還元（ピジョン法の場合1200℃超の熱
が必要）を考えると直接光投入式が効率的にも優れると判
断した。達成目標効率を70％としている。本構想は二つの

図３．マグネシウム燃料発電器
　　（�1セル60Ah、1.5V、東北大、産総研、古河電池株式会社共同開

発試作品）
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技術から成り立っており、マグネシウムから電気エネル
ギーを取り出す技術と消費済み水酸化マグネシウムを太陽
熱（バイオマス熱でも可）で高効率（70％を目標値に置い
ている）還元をする技術で構成されており、太陽光エネル
ギーの総合変換効率の目標値を50％としている。

この構想を“マグネシウム・ソレイユプロジェクト”と
名づけ、現在40社近い企業と一緒にプロジェクトを推進し
ている。基本となる知財はマグネシウムから効率的に電気
エネルギーを取り出す技術 ⑺と太陽光から効率的にマグネ
シウムを精錬する技術 ⑻に分けられる。そして更に、バイ
オマスなどからのマグネシウムの還元法 ⑼、現存する火力
発電システムにマグネシウム還元機能を付与した技術 ⑽な
どに分類できる。

我々が提唱するエネルギー構想が現実化すると電力環境
も激減する。現在は大規模集中型の発電＆送電（化石燃料
＆原子力燃料ベースで100万ｋWクラスが主流）方式だが、
消費単位はそんなに大きな電力を必要としない。送電ロス
もばかにならない。マグネシウム発電方式にすれば、正に
小規模分散型の発電＆輸送方式に移行でき、送電ロスも解
消できる。しかも直流で利用可能な電化製品が増える中、
AC-DC変換ロスも解消できる。

マグネシウムの最大の特徴は数十年でも発電可能な状態
で保管できる点である。難燃化したことで大気中でも安定
に存在するため、電解液と分離して保管することによりメ
インテナンスフリー状態で発電装置として保管できる。一
般的な時に電池は定期的に充電管理は必須であるし、水素
は保管が難しい。

勿論全てがバラ色という訳ではない。エネルギー効率、
経済効率の面でまだまだ改善しなければならない技術的問
題が山積み状態である。現在のマグネシウム燃料発電機も
水溶液の重量が大きく重いし、一旦電解液を注入すると使
い続けないと無駄が発生する。性能も更に改善の余地があ
る。又、ピジョン法によるマグネシウムの還元で使用する
フェロシリコンは現在電気エネルギーで製造されている。
他の方法を開発する必要がある。しかし、長年研究者とし
て取り組んできた経験からは“これはいける”という勘が
働いている。倒産しかけていた米沢藩を見事に立て直した
名将 上杉鷹山のことわざ、

為せば成る、為さねば成らぬ何事も、成らぬは人の為さ
ぬなりけり

を旨として頑張り所存である。

マグネシウム・ソレイユ プロジェクト
化石燃料は地球温暖化を招き、原子力燃料は地震＆巨大

津波を受けて深刻な放射能汚染という生存に対して危機的
な状態を引き起こすことが明らかになった。更に近い将来
確実に訪れる経済的燃料枯渇という決定的に深刻な状態。
もはや地球にいくら穴をあけ続けてももう必要量は出てこ
ない。孫子の代（50年スパン）には確実に訪れると予想さ
れている。実に深刻な状況である。何としてもこの難題を
クリアして次世代への明るい贈り物にしなければならない。

そのためには、人類自らの手で燃料を耕作するしかない。
掘っても掘っても出てこないものは、食糧耕作時代が文明
の開化を招いたと同様に、燃料耕作技術を手にして新しい
文明へと移行しなければならない。砂漠の太陽エネルギー
に依存すればそれは可能となる。EU諸国は比較的砂漠から
近い距離にあることから、太陽熱発電で対処可能である。
しかし、我が国は同様の技術で対処できない。砂漠の太陽
熱エネルギーでマグネシウム鉱石やニガリ、そして使用済
みの水酸化マグネシウムを還元、消費地に運搬して直接発
電物質として消費単位毎に使用することは十分可能である。
使用済みは再び砂漠地帯に持ち帰って還元、再利用する。
この循環こそが天然燃料枯渇後の姿ではないだろうか？　
ざっとした計算では、我が国の原発発電量は一辺が50㎞の
砂漠の面積で足りるし、全燃料をカバーするには120㎞四方
の砂漠の面積で足りる。太陽エネルギーでマグネシウムを
還元する効率を70％と推算、マグネシウムから電気エネル
ギーを取り出す効率を70％と推算している。太陽光エネル
ギーの利用総合効率は従って49％となり、太陽光発電（平
均的に15％）の３倍は期待できる。何より、砂漠地帯で太
陽光発電しても消費地まで運搬が不可能である。

今砂漠の富の争奪戦が水面下で始まっていること、是非
政府には知ってほしいと願って止まない。現在本構想には
40社に及び企業が興味を持って参加（マグネシウム循環社
会構想推進協議会）してくれており、その中の数社は実際
の人・物・金を出してプロジェクトの要所要所の技術開発
に携わってくれている。このような組織を通じ、我々は出
来るだけの努力で真にクリーンなエネルギー社会をけん引
し続けたい。図５に我々が思い描いている近い将来の燃料
耕作型社会のイメージである。即ち、マグネシウム・ソレ
イユプロジェクトの概念図である。右側が消費地、左側が
臨海砂漠地帯である。現在は原油を中東から大量にタン
カーで輸送して日本の燃料は賄われている。燃料枯渇後は、
これらのタンカーは難燃化されたマグネシウムを運ぶこと
になる。そして、使用済みの水酸化マグネシウムは全国か
ら集めてタンカーに搭載、砂漠コンビナートへと運ばれ、
太陽炉で還元される。コンビナートと意識的に呼んでいる
のは、マグネシウム生産のみならず、自動車や家電、電子
部品などの生産工場も立地できることを意識している。現
在地球上で一番価値の低い土地と受け入れられているが、
今後は極めて魅力的な高い価値のある土地に変化するはず
である。

図４．太陽炉（光直接導入加熱型）のイメージスケッチ
　　　（�直径10mの放物面鏡を基本とした自動太陽追尾タイプ、焦点に

マグネシウム還元レトルトを配置した場合）
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　　　　　�砂漠太陽光エネルギーで塩、マグネシウム、真水、バイオ燃料などを耕作、更にそれらのエネルギーや水を利用して製造業も誘致、コン

ビナート化する構想
　　　右：日本などのエネルギー消費地帯
　　　　　�現在の地球上では、人口密集地域は砂漠から遠方（北半球高緯度地　域）に存在する。現在の石油タンカー同様に難燃化されたマグネシ

ウムをバラ積みで海上輸送して消費地に届け、使用済みの水酸化マグネシウム等は帰りの船便で運びもどす構想
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１．自然言語処理が拓く知の循環

社会のあらゆる活動の根幹をなすコミュニケーション、
そのための最も重要なメディアは、日本語や英語など、誰
もが日常で使っている人間のための言語（ことば）である。
人が話すこうした言語を、情報科学ではプログラミング言
語などの形式言語と区別して「自然言語」と呼ぶ。我々の
研究室では、自然言語で表現され、伝達され、蓄積される
情報や人の知識をコンピュータで処理するための基礎理
論、基盤技術、応用技術に関する研究を行っている。自然
言語処理（natural language processing）、人工知能（artificial 
intelligence）、知識情報処理（knowledge processing）、計
算言語学（computational linguistics）、コミュニケーショ
ン科学（communication science）などの領域が我々のフィー
ルドである。

インターネットやウェブの爆発的な普及によって、誰で
も大量の情報を入手し、蓄積し、発信できる時代になった。
しかし、その一方で、あまりにも多くの情報がネット上に
無秩序に分散しているために、欲しい情報をうまく探せな
かったり、重要な情報の存在に気づかなかったり、情報が
信用できるかどうか分からなかったり、といった問題も日
常的に起こっている。ネット上に散在する情報や知識を発
掘し集約し再構成することによって、新しい価値を持った

「知」を創出し、それを必要とするユーザに届ける。そう
した情報や知識の高度な「編集」を自動化するソフトウェ
ア技術の実現を我々は目標にしている。

さて、編集の対象となる情報や知識はその多くが日本語
や英語のような自然言語（ことば）で表現されているので
あるから、上の意味の編集を実現するためには、言語で伝
達される情報、すなわち言語の意味を解せるように計算機
自身がかしこくなる必要がある。これまでの計算機は言語
の理解に必要な言語知識や世界知識が決定的に不足してい
たため、これはすぐには手の届きそうにない遠い目標で
あった。しかし、数億から数十億文書規模の超大規模言語
データがウェブから入手可能になった今日、それらのデー
タから大量の言語/世界知識を計算機自らが獲得し、これ
までよりも一段深い頑健な言語理解を実現するという、新
しい可能性が見え始めている。

我々の研究グループでは、膨大な言語データを意味的に
解析し必要な情報・知識を抽出する技術、抽出した情報・
知識を分類・比較・要約する技術、それらを可能にする世
界最速の仮説推論技術など、先進的な自然言語処理技術の
研究開発に取り組んでいる。また、これら基盤技術をウェ
ブやソーシャルメディアなどのビッグデータに適用し、大
規模な情報・知識マイニングや信頼性の検証支援、耐災害
情報処理などに応用する実践的研究も展開している。情報
の海からの自動知識獲得が機械に知をもたらし、賢くなっ
た機械が情報の海から新しい知を創出する —— そうした
人・社会・機械がつながる新しい知の循環の可能性を追究
することが我々のトップゴールである。

２．情報の信憑性の判断を支援する

玉石混淆の情報が散在するネットにおいて質
の高い有用な情報を選択的に利活用するために
は、ばらばらな情報を組織化し、相互の関係性
の俯瞰を可能にする高度な情報編集技術が必要
である。我々の研究グループでは、ネット情報
の利活用に関わる具体的な課題の一つとして情
報の信憑性の問題を取り上げ、ネット情報の信
憑性を担保する仕組みを設計・構築する研究に
言語情報編集技術の立場から取り組んでいる。
我々が「言論マップ生成」と呼ぶこの技術は、
たとえばユーザが「コラーゲンは肌に良いか？」
のような質問文を入力すると、それを肯定する
文やその根拠、あるいは否定する文をウェブ上
の様々な情報源から探し出し、その一覧をユー

ビッグデータから知をつむぐ自然言語処理

東北大学大学院情報科学研究科
知能情報科学講座  情報伝達学分野
教授　乾　　　健太郎

図１．高度言語意味解析による情報・知識の編集
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ザに提示する（図２）。この技術は、「コラーゲンは肌に良
い」と「コラーゲンを飲んでも、肌をきれいにする効果は
期待できない」のような文の対に対し、「肌に良い」と「肌
をきれいにする」の意味的な関係や「効果は期待できない」
の否定的意味を推論することによって、この２文が対立（矛
盾）関係にあることを認識する。これは、現在の検索エン
ジンでは不可能な「裏づけ情報」の自動探索を実現しよう
とするもので、世界的にもほとんど例のない先進的な試み
であり、国際会議での発表がAFPなど複数の国際メディア
で報道され、国内でも言語処理学会年次大会最優秀発表賞

（2011）、日本経済新聞社技術トレンド調査総合３位（2011
年度第１回）を受賞するなど、一定の評価を得てきた。

現在我々は、上述の研究を発展させ、ウェブ上の広範な
情報を図３のように隠れた論理的関係と発信者情報によっ
て互いに関係づける仕組みの構築に取り組んでいる。これ
には、まずウェブ上の様々な言明の間に潜在的に存在する
同意、対立、根拠等の隠れた論理的関係を同定する言明間
関係認識技術を研究開発する必要がある。また、ウェブ上
の個々の情報についてその発信者を自動解析する情報発信
者解析技術も必要である。こうして得られる組織化された
情報の集合体を「相対言論空間」と呼ぶ。相対言論空間で
は、図３のデマと訂正情報で示される対立関係のように、
現在のウェブ空間のレイヤではたどれないページにも論理

的関係のリンクが仮想的に張られ、裏付け情報の探索が可
能になる。例えば、図４のように、閲覧中のページ（左側
のウィンドウ）の個々の情報に対し、別のページから得ら
れた裏付け情報を右のウィンドウのように提示するインタ
フェースを用意すれば、誰でも負担なく情報の裏付けを確
認することができるようになる。また、発信者情報を利用
すれば、官・学・専門家の発信する情報を優先的に表示す
るようなことも可能になるだろう。重要な点はユーザに裏
付け情報をプッシュ型で提示する点で、ユーザに対して誤
情報のリスクへの気づきを与えることができる。

３．東日本大震災に関するネット情報分析

2011年３月に発生した東日本大震災では、ソーシャルメ
ディアは有益な情報源として活躍した一方、「イソジンを
飲むと放射線予防になる」に代表されるような誤情報の拡
散が問題となった。この問題を根本的に解決するには、ソー
シャルメディア上の断片的な情報の「裏」を取るような材
料を提供することが必要であり、これは我々が目指すゴー
ルそのものである。情報編集技術の具体的な応用例として、
東日本大震災時のツイートデータを分析した試みをいくつ
か紹介する。

東日本大震災時に拡散した誤情報の網羅的な収集と拡散過

程の分析　「○○というのはデマ」「○○という事実は無い」
など、誤情報を訂正する表現をうまく利用すると、ネット
に拡散した誤情報を図５のように自動的に収集することが
できる。震災時の誤情報を人手でまとめたウェブサイトは
いくつか存在するが、東日本大震災発生後の大量のツイー
トデータから誤情報を自動的、かつ網羅的に掘り起こすの
は、今回が初めての試みである。また、図５のように誤情
報の出現とその拡散状況、あるいは訂正情報の出現とその
拡散状況を時系列で可視化することで、誤情報の発生から
収束までの過程をモデル化することも可能になる。

図２．言論マップ生成システムの出力例

図３．言明間の論理的関係と発信者情報から構成される相対言論空間

図４．閲覧中のページに対して裏付け情報を自動提示
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福島の桃に対する風評の分析　今年（2013年）の夏、
NHKの取材班と連携し、福島第一原発事故による農産物
の風評被害の実態をTwitterのデータから分析、その結果
の一部がNHKスペシャル「震災ビッグデータFile. ２ 復興
の壁 未来への鍵」で放映された。Twitterに発信された大
量のつぶやきデータを自然言語処理技術で解析し、放射能
汚染に対する人々の反応や意見の推移などを分析したもの
で（例えば図７）、この成果は日本リスク研究学会年次大
会で優秀発表論文賞を受賞している。今後もこうした産学
連携や学際的な取り組みを展開したい。

４．社会的インパクト

ウェブ、ソーシャルメディアの爆発的な普及によって
ビッグデータ時代を迎えた自然言語処理。技術の深化、社
会との関わりの両面で期を画す大きな変革が起こってい
る。本稿では、次世代自然言語処理技術の応用例の一つと
して、ウェブ上の多様な情報を論理的関係および発信者情

報によって組織化し、個々の情報が相互の関係性の中で裏
付けられる新しい言論空間を構成する、世界的にも新しい
試みを紹介した。本研究はさらに、裏付け・対立情報の提
示を自動化することによってユーザに信憑性判断の必要性
を自覚させ、質の低い情報が誤った判断をまねくリスクの
回避をねらう。構築する情報閲覧環境では、ウェブを閲覧
中のユーザが他の情報源からの裏付け・対立情報に常にさ
らされることになる。これによって、多角的な視点からの
情報分析と信憑性判断がつねに促され、習慣化する可能性
が出てくる。こうした習慣が国民全体に根付けば、メディ
アリテラシー、科学リテラシーを含むより高次のリテラ
シーが高等教育の中だけでなく、日常生活の中で生涯にわ
たって自然に涵養されることになる。我々の究極のねらい
はそうした情報社会の創出にあり、本稿で紹介した試みは
その第一歩を踏み出すものと考える。

著者略歴

乾
いぬい

　健
け ん た ろ う

太郎
昭和42年２月生まれ
平成２年３月　東京工業大学工学部情報工学科卒業
平成４年４月　日本学術振興会特別研究員
平成７年３月　 東京工業大学大学院情報理工学研究科　　

博士課程修了　博士（工学）
平成７年４月　東京工業大学大学院情報理工学研究科助手
平成10年４月　 九州工業大学情報工学部知能情報工学科　

助教授
平成10年10月　 科学技術振興事業団さきがけ研究21　　

研究員兼任
平成14年４月　 奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究

科  助教授
平成16年２月～ 12月　 文部科学省長期在外研究員　　　

英国サセックス大学
平成22年３月　東北大学大学院情報科学研究科教授

図６．誤情報の拡散とその収束過程

図７　福島の桃に関するリツイートネットワーク

図５．東日本大震災時に拡散した誤情報の自動収集



研究プロフィール

SUIRAN38

1. はじめに

固体の表面が関与する工学的に重要な事象として、触媒
作用、電極反応、結晶成長、接合、潤滑、焼結、固体セン
サーなどが挙げられる。また、材料の極微細化と複合化が
著しく進むにつれて、金属と半導体、セラミックス、有機
高分子材料などとの界面における物理的、化学的相互作用
の解明が新規デバイス開発に不可欠となってきており、“ナ
ノサイエンス”と呼ばれる研究領域を形成している。この
ような表面や界面における物理・化学過程の包括的理解に
は、表面・界面の状態を原子、分子レベルで明確化するこ
とが前提となる。たとえば、将来の水素エコノミーに関連
する化学プロセスを鳥瞰すれば（図１参照）、関連材料の
開発およびその機能向上には、プロセスを担う化学的素過
程の基礎的理解が、環境負荷の少ない新エネルギー開発や
エネルギー変換プロセスの高効率化に直結していることが
理解される。

本研究分野では、よく規定された（well-defined）金属・
合金表面系を物理的手法（分子線エピタキシ：MBE）に
より構築した上で、 赤外やラマンといった振動分光法によ
る表面分子挙動の観察に加え、走査プローブ顕微鏡

（AFM, STM）やX線光電子分光（XPS）解析などを多角
的に用い、高機能表面材料物性に関する様々な研究を行っ
ている（図２）。最近では、白金基合金ナノ材料を取り上げ、

燃料電池電極触媒の開発設計指針を提示することを目指し
た教育・研究を行っている。１- ８）

2. Pt-Ni表面合金系を利用した触媒活性の議論

固体高分子型燃料電池（PEFC）は、家庭用小型発電装
置“エネファーム”として実用に供されている。しかし、
このタイプの燃料電池の将来を決定するのは、自動車用と
しての実用化にある。自動車メーカーからは、燃料電池自
動車（FCV）を2015年に本格的に市場供給するとのアナ
ウンスがなされている。しかし、FCVの本格普及に向けて

高効率電極触媒の開発に向けて
－表面科学からのアプローチ－

東北大学大学院環境科学研究科
環境科学専攻
教授　和田山　智　正

図1　水素エコノミーと電極触媒

図2　Pt基モデル単結晶系の構築と電気化学特性
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は、水素ステーションなどのインフラの整備、水素貯蔵タ
ンクの材料選択や、水素供給口に求められる安全性など燃
料側の問題に加え、PEFCの心臓部である燃料電池スタッ
クを構成する発電セルとそれに付随する加湿器などの補機
類のコストの問題を解決する必要がある。とりわけ、
PEFC空気極（カソード）で進行する酸素の四電子還元反
応（ORR）はきわめて速度が遅く、PEFCの円滑な動作に
は高活性酸素還元触媒が必須である。ORRは、強酸電解液
中で進行する電気化学反応であり、導電性のカーボンブ
ラック粉末に白金ナノ微粒子を担持した白金担持カーボン

（Pt/C）が触媒として用いられている。ところで白金は、
有史以来鉱石から精製されたものを世界中から集めても
プール１杯分とも言われているほど希少で、従って高価で
ある。現在、化石燃料を利用する自動車から、バッテリー
を搭載したいわゆる電気自動車（EV）、あるいはFCVに順
次置き換える方向性自体は広く認識されている。しかし、
世界中の、とくに新興国において使用される膨大な数の自
動車をFCVで代替する場合、白金資源量の問題は重大な障
害となる。現在白金を利用しないカソード触媒の開発が精
力的に進められているものの、まだ実用には遠く、触媒と
しての白金使用量を極限まで削減する工夫が求められてい
る。

その観点から、PEFC空気極用触媒材料として、活性向
上、貴金属使用量削減の両面からPt-M（M=Ni, Co, Pdなど）
合金触媒の実用化が求められている。近年、Pt-M合金触
媒最表面に生成したPt 濃縮層（Ptスキン）が、極めて高
いORR活性を示すことが報告された。しかし、Ptスキン
表面の幾何学的・電子的構造とORR活性の関係について
は、原子スケールで解明されているとは言い難い。

本研究室では、Pt 基合金最表面構造をMBEの手法を駆
使して構築した上で、最表面構造とORR活性との関係を原
子・分子レベルで明らかにすることを通じて、実触媒開発
に貢献しようと考えている。具体的には、超高真空（～
13乗分の１気圧：UHV）中で作製したPt 基合金単結晶の
実表面形態観察を行うため、UHV-STMを中心とするモデ
ル合金触媒作製装置と、構造の規定された合金表面を大気

酸化の影響を排して電気化学測定環境に搬送するための搬
送ベッセル、さらに電気化学測定を不活性ガス雰囲気中で
完結させるためのグローブボックスからなる解析評価装置
を開発し研究に用いている。解析評価システムの一例を図
３に示す。装置は試料交換室、試料処理室、像観察室の三
つのUHVチャンバーから構成されている。試料交換室に
はターボ分子ポンプが設置されており、STM用の探針お
よび試料を交換・導入後、ただちに真空排気され、所定の
真空度に到達し次第、試料処理室への搬送が可能となって
いる。UHV中における試料および探針の搬送は磁気カッ
プリング機構によって行う。また、Pt などの単結晶基板
はパイロリティックグラファイトヒータ上に固定し、基板
加熱を可能としている。加熱時の基板温度は、放射温度計
により評価する。試料処理室では、Ar+スパッタリングに
よる試料表面の不純物除去が可能である。さらに、低速電
子線回折（LEED）光学系やX線光電子分光（XPS）測定
系が装備されており、表面原子配列の周期性や電子状態（化
学結合状態）を議論することが可能である。モデル合金単
結晶触媒は、Pt 単結晶基板へNi やCoなどの合金化元素を
電子ビーム蒸着し、熱処理を行って作製する。STM像観
察室では、あらかじめ電解研磨して作製したタングステン
チップ（探針）を試料表面に近づけて、バイアス電圧印加
時のトンネル電流を検出して、表面構造観察を原子分解能
レベルで可能としている。

このようなUHV－MBE装置内で作製した表面合金を大
気曝露すると、酸化や汚染により、せっかく作製した規則
的表面原子配列が失われる。この問題を解決するために、
作製した試料はまず搬送ベッセル内に格納し、UHVから
隔離した後、N2 雰囲気としたグローブボックスへ搬送す
る。その上で、グローブボックス内で試料を開放し、電気
化学装置に装着して不活性雰囲気下で触媒特性（ORR活
性）を評価する。これにより、モデル合金触媒表面本来の
ORR活性を評価することが可能となる。

これまでに、UHV-STM-XPS-EC解析装置（図３）を
用いてPt(111) 基板上に１原子層厚のNi やCo を堆積し、
基板温度と最表面構造の関係を表面科学的に検討してい
る。具体的にはPtスキンの熱的形成条件を明らかにすると
ともに、そのORR活性がPt(111) に比較して飛躍的に向上
することを示してきた。１- ６）　ここでは実験結果の一例を紹
介する。図４⒜はUHV中で作製したPtスキン（図４⒞）
最表面構造の原子分解能STM像とLEEDパタンを示して
いる。LEEDパタンは明瞭な６回対称性を示しており、目
視ではPt(111) との違いは明確でない。しかし、この表面
の吸着一酸化炭素 （CO）のC-O伸縮振動数は清浄Pt(111) 
に比較して十数cm-1ほど低波数シフトしている。さらに、
Ptスキンはきれいな蜂の巣状の原子配列を有しているもの
の、表面下地合金（Pt-Ni）層との格子不整合に由来する
高さ0.06 ～ 0.12nm程度の “しわ”も存在していることがか
わる。また、同時に行ったXPS測定結果（図４⒝）は、
Pt スキンの４f バンドが清浄Pt(111) に対し高結合エネル

図3　分子線エピタキシ（MBE）―�電気化学（EC）装置の一例
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ギー側に現れることを示している。この表面は、清浄
Pt(111) （図４⒟点線）とは大きく異なるサイクリックボル
タモグラム（CV）曲線（赤線）を示し、ORR活性は約８
倍と評価される。すなわちここで示した結果は、最表面原
子ひずみおよび電子構造の２つの因子が、ORR高活性化に
直接関与することを実証したものである。

3. Au単結晶基板上Pt単原子層の電気化学特性

2. で述べたPt-Ni系表面合金に加え、電気化学的に安定
なAu 単結晶基板上にPt 単原子層を成長させ、きわめて薄
いPt単原子層の発現するORR活性について、その最表面
原子配列との関係から議論している。7, ８） Pt-Au 系表面の
場合、Au はPt と比べその格子定数が約４％大きく、Au 基
板上に形成したPt 単原子層には水平方向に引張り応力が
働くと考えられ、そのORR 活性に及ぼす影響に興味が持
たれる。そこで、Au(111) 単結晶基板上のPt 単原子層表面
にける分子吸着特性や最表面構造をUHV中で検討した上

で、そのORR活性との関係について調査した。Pt 膜厚を
変えてPt/Au(111) 単結晶合金を作製し、それらのRHEED
回折パタン、ならびに最表面吸着COの赤外吸収ピーク強
度変化から、Au(111) 基板は0.3nm厚Pt（単原子層に相当）
により被覆されることを推定した。STMによる最表面形
態観察から、 Pt を0.3nm堆積後の表面はPt(111) エピタキ
シャル層上に約５nmサイズの島状Ptが点在した構造であ
ることがわかった。Pt 0.3nm /Au(111) 単結晶合金のCVを
Pt(111) 清浄面のそれと比較すると、Pt(111) に特徴的な

“バタフライピーク”（0.8V vs. RHE）が消失している以外、
両者の形状は一致した。この表面のORR活性は、Pt(111) 
清浄面に対して約２倍と評価される。さらに電位掃引範囲
を1.7Vまで拡大すると0.13V付近に酸化・還元ピークが現
れ、表面構造変化をSTM観察すると、数nmサイズのPt マ
ウンドが形成されていることがわかった。マウンドの傾斜
は（331）のようなPt 高指数面に対応するが、この表面の
ORR電流域は拡大しており、活性がさらに向上しているこ
とがわかる。一方、Au(111) 基板でもPt(111) エピタキシャ
ル層による被覆が十分でない場合や、MBE法では完全被
覆が困難な再構成Au(100)、Au(110) 基板ではORR活性は
低い。また、いずれの試料もPt ４f バンドの化学シフトは
見られない。以上の結果は、Pt(111) エピタキシャル層に
存在する（110）ステップが活性向上因子であり、Ptシェ
ル－Auコア構造を有するコアシェル型触媒では、Pt(111) 
表面格子における表面欠陥が高活性化に重要であることを
示している。このように、電気化学的に安定なAu 基板上
にPt 単原子層を堆積することにより、きわめて薄いPt が
発現する電気化学特性を原子レベルで議論することが可能
となる。

4. Pt基合金ナノ微粒子のORR活性

PEFCのカソード電極触媒として、現状Pt /C 触媒が用
いられていることは先に触れた。さらなるPt 使用量の低
減及びORR活性の向上を目指し、Pt シェル－Xコア型ナノ

図5　アークプラズマ堆積したPt-Auナノ微粒子の電子顕微鏡像と電気化学凝集挙動

図4　Pt-Niモデル触媒の最表面構造と電気化学特性
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微粒子の開発とその触媒特性に関する研究も盛んに行われ
ている。Pt－Xコアシェル構造の作製は、コアXナノ微粒
子を湿式法で作製後、Pt シェルをアンダーポテンシャル
デポジション（UPD）法などの電気化学的処理により析
出させて得られる。湿式合成の場合、表面構造を規定して
ナノ微粒子を得ることは容易ではない。そこで本研究室で
は、コア構造の作製に乾式のアークプラズマ法（AP）を
採用し、粒子径や分散状態を制御したモデルコアシェル構
造の作製に取り組んでいる。一例として、高配向性グラファ
イト（HOPG）上にAP堆積したPtナノ微粒子上にAuを追
加堆積した試料の電気化学的凝集挙動について検討した結
果を示す。

図５はAP堆積して得たPt-Auナノ微粒子の走査透過型
電子顕微鏡（STEM）像（左）、ならびに高配向性グラファ
イト（HOPG）上に作製したPt-Auナノ微粒子の電位サイ
クル負荷時の凝集による形態変化についてSTM観察した
結果（右）をまとめたものである。STM像から平均粒径
４nmのPtナノ微粒子がHOPG上に高分散していることが
わかる。このPt 微粒子に、Auをごく微量追加堆積したも
のについて、0.6－1.0V間の電位サイクル負荷による凝集
挙動を検討した。その結果、Auを追加堆積した試料は
2000サイクル後も電気化学表面積（ECSA）が維持されて
おり、Ptナノ微粒子最表面に存在するAu 原子がPt シェル
－Au コア構造の電気化学的安定性を向上させることがわ
かる。以上の結果は、ORR活性やその耐久性向上に対して、
ナノ微粒子最表面の原子レベル制御がきわめて重要である
ことを示している。

5. おわりに

本研究室では、PEFCの空気極に用いられる酸素還元反
応触媒の具備すべきミクロ構造を表面科学的アプローチに
基づいて検討している。実触媒開発は、ナノ微粒子の表面
電気化学特性に直結するが、この分野は、物性物理に基づ
いた半導体デバイス開発とは異なり、化学的側面が強く、
開発に際して学際的な取り組みがきわめて重要である。本
稿では、主として表面科学に立脚した電極触媒開発の一側
面について触れた。今後も、この取り組みを継続し、高活
性で高耐久な酸素還元用の電極触媒開発に向け微力ながら
努力したい。最後に、筆者は表面分光や表面科学をこれま
で専門としてきたが、電気化学の経験はきわめて浅く、幅
広い分野の方々からお気づきの点につきご教示いただけれ
ば幸いである。
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① 第６回「青葉工学振興会賞」の授与

研　 究　 者 研 究 業 績 名
東北大学工学研究科応用物理学専攻
　　准教授　大兼　幹彦

超高スピン分極率・低磁気緩和ホイスラー合金薄膜の開発とス
ピントロニクスデバイスへの応用

② 第18回「青葉工学研究奨励賞」の授与

研　 究　 者 研 究 業 績 名
東北大学環境科学研究科環境科学専攻
　　助教　伊野　浩介

網羅的電気化学測定に向けた新規測定システムの開発

東北大学工学研究科機械システムデザイン工学専攻
　　助教　辻田　哲平

機能性流体の鎖状クラスタ切断抵抗により脳組織切断感覚を提
示する力触覚提示装置

東北大学情報科学研究科応用情報科学専攻
　　助教　三浦　佳二

嗅覚皮質の電気信号解読による脳の匂い判別機構の解明

⑵�国際会議、研究会等各種学術研究集会への助成

① 国際学術会議

第13回アジア固体イオニクス国際会議　外 ４件

②学術研究集会

第44回化学工学会秋季大会　外 ７件

⑶�大学院学生、学部学生等の視野を広めるための国際交流への助成

第13回ソウル大学との学生交流助成　外 ５件

⑷�東北大学工学研究科等における優秀な外国人留学生及び博士後期課程進学者への奨学金の給付

平成24年度外国人留学生奨学金（前年度10月入学者１名含む ） ９名

平成24年度博士後期課程進学者奨学金（２- １） 17名

平成23年度博士後期課程進学者奨学金（２- ２） 16名

⑸�東北大学工学研究科等における研究成果や工学情報を県内企業等に提供する機関誌「翠巒」を発行

「翠巒」第27号発行（25年３月） 1,200部

⑹�東北大学祭への助成

開催期間 平成24年11月２日㈮～４日㈰

場　　所 川内キャンパス

平成24年度  事 業 報 告
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２．研究教育活動助成

⑴�オープンキャンパスへの助成

① 工学研究科、情報科学研究科、環境科学研究科及び医工学研究科のオープンキャンパスへの助成

開催期間 平成24年７月30日㈪～ 31日㈫

場　　所 青葉山キャンパス

② 子供科学キャンパスへの助成

開催期間 平成24年７月30日㈪～ 31日㈫、10月９日㈫～ 10日㈬

場　　所 青葉山キャンパス工学研究科創造工学センター

⑵�教育研究活動への助成

東北大学工学部・工学研究科等の教育活動の情報発信等の事業活動に対し助成した。

３．工学に関する研究開発

⑴�科学技術に関する試験研究

地域における科学技術の振興を推進するために、研究員を委嘱（非常勤研究員）し、施設・設備等については、東北大
学工学研究科等と包括協定を締結し、試験研究を行った。

民間企業・団体、地方公共団体等からの委託研究 87件

経済産業省からの研究開発 ６件

⑵�学術研究を行なうための指定研究助成金の交付

指定研究助成金として教育・研究の奨励を目的とする奨学寄附金 67件

４．産学官交流推進事業等の助成

⑴�産学官交流大会への参画

産業界、大学等の学術研究機関および、国、県等の産学官の相互連携・交流促進を図るための交流大会に共催団体とし
て参画した。

区　　分 開 催 日 場　　所

第51回新春産学官交流大会 平成25年１月17日㈭ 仙台国際センター

⑵�みやぎ優れMONO発信事業への参画

宮城県内の良いモノを「みやぎ優れMONO」として認定し、県内外に発信するための認定制度と、認定企業並びに認定
を目指す企業への技術、経営、販売等について様々な支援を構築し、宮城から数多くのものづくりヒット商品を生み出す
ことを目的とした支援事業に共催団体として参画した。

区　　分 認 定 式 場　　所

第５回みやぎ優れMONO事業 平成25年１月17日㈭ 仙台国際センター

⑶�とうほく自動車フェスタへの協賛

自動車発展の歴史と未来を紹介する東北自動車フェスタに協賛団体として参画した。

開催期間 平成24年７月20日㈮～ 29日㈰

場　　所 夢メッセ宮城（みやぎ産業交流センター）

５．附属明細書

記載事項はありません。



一
般
財
団
法
人
青
葉
工
学
振
興
会
の
発
行
す
る
機
関
誌
「
翠
巒
」
第

二
十
八
号
を
お
届
け
し
ま
す
。

青
葉
工
学
振
興
会
は
、
昭
和
六
十
年
三
月
二
十
七
日
に
宮
城
県
よ
り
設

置
が
認
め
ら
れ
た
財
団
法
人
で
し
た
が
、
平
成
二
十
年
十
二
月
に
施
行
さ

れ
た
新
公
益
法
人
制
度
に
伴
い
、
五
年
間
の
猶
予
期
間
中
に
「
公
益
財
団

法
人
」
か
「
一
般
財
団
法
人
」
の
い
ず
れ
か
に
移
行
し
な
く
て
は
な
ら
ず
、

理
事
長
以
下
、
執
行
部
、
事
務
局
に
て
慎
重
に
検
討
を
重
ね
て
ま
い
り
ま

し
た
。
そ
の
結
果
、
本
財
団
の
設
置
目
的
で
あ
る
と
こ
ろ
の
、
産
学
連
携

の
強
化
、
共
同
研
究
の
推
進
、
工
学
研
究
・
技
術
者
の
人
材
育
成
が
移
行

後
も
円
滑
に
推
進
で
き
、
関
係
各
位
に
と
っ
て
も
さ
ら
に
財
団
を
活
用
頂

け
る
体
制
と
し
て
「
一
般
財
団
法
人
」
に
移
行
す
る
こ
と
に
決
定
し
、
宮

城
県
に
申
請
を
致
し
ま
し
た
。
平
成
二
十
四
年
十
二
月
に
そ
れ
が
承
認
さ

れ
、
平
成
二
十
五
年
四
月
、
つ
ま
り
本
年
度
か
ら
一
般
財
団
法
人
「
青
葉

工
学
振
興
会
」
と
し
て
新
た
な
ス
タ
ー
ト
を
き
り
ま
し
た
。
理
事
会
と
評

議
員
会
等
の
組
織
・
役
目
等
に
若
干
の
変
更
が
あ
り
ま
す
が
、
活
動
の
目

的
と
す
る
と
こ
ろ
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
れ
ま
で
の
活
動
を
さ
ら
に

活
性
化
し
て
行
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
機
関
紙「
翠
巒
」の
発
行
も
、

活
動
の
公
開
・
広
報
の
重
要
性
か
ら
継
続
す
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
あ
り

ま
せ
ん
。

さ
て
、
こ
の
再
ス
タ
ー
ト
に
際
し
て
の
翠
巒
二
十
八
号
で
は
、
金
井
工

学
研
究
科
長
の
巻
頭
言
に
て
、
現
在
工
学
部
・
工
学
研
究
科
で
進
行
中
の

工
学
教
育
改
革
の
様
子
を
ご
説
明
頂
き
、
さ
ら
に
第
七
回
を
数
え
る
青
葉

工
学
振
興
会
賞
、
第
十
九
回
青
葉
工
学
研
究
奨
励
賞
の
受
賞
者
の
業
績
内

容
な
ら
び
に
喜
び
の
声
を
お
伝
え
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の
賞
に
つ
い
て
は
、

毎
年
多
く
の
応
募
を
頂
き
、
約
半
年
間
の
厳
正
な
る
選
考
で
選
ば
れ
て
お

り
ま
す
が
、
大
変
レ
ベ
ル
の
高
い
内
容
で
将
来
の
工
学
技
術
振
興
・
実
用

化
が
期
待
で
き
る
と
高
く
評
価
頂
い
て
お
り
ま
す
。
今
後
と
も
多
く
の
若

手
研
究
者
の
積
極
的
な
応
募
を
お
願
い
致
し
ま
す
。
続
い
て
、「
研
究
プ

ロ
フ
ィ
ー
ル
」
に
て
、
工
学
系
の
研
究
科
・
セ
ン
タ
ー
か
ら
投
稿
頂
い
た

先
導
的
研
究
の
紹
介
を
掲
載
さ
せ
て
頂
い
て
お
り
ま
す
。
ご
多
忙
の
中
、

原
稿
を
お
寄
せ
く
だ
さ
い
ま
し
た
執
筆
者
の
方
々
に
は
厚
く
御
礼
申
し
上

げ
ま
す
。
な
お
、
研
究
内
容
に
ご
興
味
を
持
た
れ
た
場
合
に
は
、
是
非
と

も
執
筆
者
の
先
生
と
コ
ン
タ
ク
ト
を
お
と
り
頂
き
、
共
同
研
究
や
委
託
研

究
に
進
展
さ
せ
て
頂
け
れ
ば
、
本
財
団
と
し
て
は
産
学
連
携
の
推
進
に
な

り
大
変
喜
ば
し
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

最
後
に
な
り
ま
し
た
が
、
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
本
財
団
の
よ
り

一
層
の
発
展
の
た
め
、
ご
協
力
ご
支
援
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す
。（

常
務
理
事　

東
北
大
学
大
学
院
工
学
研
究
科
教
授　

猪
股　

宏　

記
）

編　集　後　記
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